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北九州市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成３０年３月３１日

北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第３１号

北九州市市税条例の一部を改正する条例

北九州市市税条例（昭和３８年北九州市条例第８５号）の一部を次のように

改正する。

第１１条第４項中「第３９条第２項」を「第３９条第４項」に改める。

第３９条第７項中「第４０条の２第２項」を「第４０条の２第４項」に改め

、同項を同条第９項とし、同条第６項を同条第８項とし、同条第５項各号列記

以外の部分中「第３項の場合」を「第５項の場合」に改め、同項を同条第７項

とし、同条第４項を同条第６項とし、同条第３項中「第５項第１号」を「第７

項第１号」に改め、同項を同条第５項とし、同条第２項中「法の施行地に本店

若しくは主たる事務所若しくは事業所を有する法人」を「内国法人」に、「第

３２１条の８第２４項」を「第３２１条の８第２６項」に、「前項」を「第１

項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第１項の次に次の２項を加える。

２ 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事業所を有する法人（以下こ

の条において「内国法人」という。）が、租税特別措置法第６６条の７第４

項及び第１０項又は第６８条の９１第４項及び第１０項の規定の適用を受け

る場合には、法第３２１条の８第２４項及び令第４８条の１２の２に規定す

るところにより、控除すべき額を前項の規定により申告納付すべき法人税割

から控除する。

３ 内国法人が、租税特別措置法第６６条の９の３第４項及び第１０項又は第

６８条の９３の３第４項及び第１０項の規定の適用を受ける場合には、法第

３２１条の８第２５項及び令第４８条の１２の３に規定するところにより、

控除すべき額を第１項の規定により申告納付すべき法人税割額から控除する

。

第４０条の２第１項中「によって」を「により」に改め、同条第２項中「に

よって」を「により」に改め、同項を同条第４項とし、同条第１項の次に次の

２項を加える。

２ 第３９条第７項の規定は、前項の延滞金額について準用する。この場合に

おいて、同条第７項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（詐偽そ

の他不正の行為により市民税を免れた法人が法第３２１条の１１第１項又は

第３項の規定による更正があるべきことを予知して提出した修正申告書に係

る市民税又は令第４８条の１６の２第３項に規定する市民税にあっては、第
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１号に掲げる期間に限る。）」とあるのは、「当該当初申告書の提出により

納付すべき税額の納付があった日（その日が第４０条の２第１項の法人税額

の課税標準の算定期間の末日の翌日以後２月を経過した日より前である場合

には、同日）から同項の申告書の提出期限までの期間」と読み替えるものと

する。

３ 前条第４項の規定は、第１項の延滞金額について準用する。この場合にお

いて、同条第４項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（詐偽その

他不正の行為により市民税を免れた法人についてされた当該増額更正により

納付すべき市民税又は同条第４項に規定する市民税にあっては、第１号に掲

げる期間に限る。）」とあるのは、「当該当初申告書の提出により納付すべ

き税額の納付があった日（その日が次条第１項の法人税額の課税標準の算定

期間の末日の翌日以後２月を経過した日より前である場合には、同日）から

同条第１項の申告書の提出期限までの期間」と読み替えるものとする。

第４０条の２に次の２項を加える。

５ 第３９条第７項の規定は、前項の延滞金額について準用する。この場合に

おいて、同条第７項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（詐偽そ

の他不正の行為により市民税を免れた法人が法第３２１条の１１第１項又は

第３項の規定による更正があるべきことを予知して提出した修正申告書に係

る市民税又は令第４８条の１６の２第３項に規定する市民税にあっては、第

１号に掲げる期間に限る。）」とあるのは、「当該当初申告書の提出により

納付すべき税額の納付があった日（その日が第４０条の２第４項の連結法人

税額の課税標準の算定期間の末日の翌日以後２月を経過した日より前である

場合には、同日）から同項の申告書の提出期限までの期間」と読み替えるも

のとする。

６ 前条第４項の規定は、第４項の延滞金額について準用する。この場合にお

いて、同条第４項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（詐偽その

他不正の行為により市民税を免れた法人についてされた当該増額更正により

納付すべき市民税又は同条第４項に規定する市民税にあっては、第１号に掲

げる期間に限る。）」とあるのは、「当該当初申告書の提出により納付すべ

き税額の納付があった日（その日が第４０条の２第４項の連結法人税額の課

税標準の算定期間の末日の翌日以後２月を経過した日より前である場合には

、同日）」から同項の申告書の提出期限までの期間」と読み替えるものとす

る。

付則第５条の２第１項中「第３９条第３項」を「第３９条第５項」に改め、

同条第２項中「第４０条の２条」を「第４０条の２第１項及び第４項」に、「
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同条」を「これら」に改める。

付則第５条の２の２第１項中「第４０条の２」を「第４０条の２第１項及び

第４項」に、「同項」を「前条第２項」に、「同条」を「これらの規定」に改

める。

付則第９条の２第３項を削り、同条第４項中「第１５条第２項第７号」を「

第１５条第２項第６号」に改め、同項を同条第３項とし、同条第５項を同条第

４項とし、同条第６項から第１４項までを１項ずつ繰り上げ、同条第１５項中

「法附則第１５条の８第４項の規定により読み替えられた法附則第１５条の６

第２項」を「法附則第１５条の８第２項」に改め、同項を同条第１４項とする

。

付則第９条の３第３項各号列記以外の部分中「第１５条の８第３項」を「第

１５条の８第１項」に改め、同項第２号中「第１２条第１７項」を「第１２条

第８項」に改め、同条第４項中「第１５条の８第４項」を「第１５条の８第２

項」に改め、同条第５項各号列記以外の部分中「第１５条の８第５項」を「第

１５条の８第３項」に改め、同項第２号中「第１２条第２４項」を「第１２条

第１５項」に、「同条第１７項」を「同条第８項」に改め、同条第６項各号列

記以外の部分中「第１２条第２６項」を「第１２条第１７項」に改め、同条第

７項各号列記以外の部分中「第７条第９項各号」を「第７条第８項各号」に改

め、同項第４号中「第１２条第３０項各号」を「第１２条第２１項各号」に改

め、同項第６号中「第１２条第３１項」を「第１２条第２２項」に改め、同条

第８項各号列記以外の部分中「第７条第１０項各号」を「第７条第９項各号」

に改め、同項第５号中「第１２条第３８項」を「第１２条第２９項」に改め、

同条第９項各号列記以外の部分中「第７条第１１項各号」を「第７条第１０項

各号」に改め、同条第１０項各号列記以外の部分中「第７条第１２項各号」を

「第７条第１１項各号」に改め、同項第５号中「第１２条第３８項」を「第１

２条第２９項」に改め、同条第１１項各号列記以外の部分中「第７条第１４項

」を「第７条第１３項」に、「第１２条第２６項」を「第１２条第１７項」に

改める。

付則第９条の３の次に次の１条を加える。

（改修実演芸術公演施設に対する固定資産税及び都市計画税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告）

第９条の４ 法附則第１５条の１１第１項の改修実演芸術公演施設について、

同項の規定の適用を受けようとする者は、同項に規定する利便性等向上改修

工事（以下この条において「利便性等向上改修工事」という。）が完了した

日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に高齢者、障害者等の
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移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号）第１７条第

３項の規定による認定に係る通知書の写し及び主として劇場、音楽堂等の活

性化に関する法律（平成２４年法律第４９号）第２条第２項に規定する実演

芸術の公演の用に供する施設である旨を証する書類を添付して市長に提出し

なければならない。

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人

番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積

（３） 家屋が令第１２条の２に規定する特別特定建築物のいずれに該当す

るかの別

（４） 家屋の建築年月日及び登記年月日

（５） 利便性等向上改修工事が完了した年月日

（６） 利便性等向上改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告書

を提出する場合には、３月以内に提出することができなかった理由

付則第１０条の見出し中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３

０年度から平成３２年度まで」に改め、同条第５号中「にあっては」を「には

」に改める。

付則第１０条の２の見出し中「平成２８年度又は平成２９年度」を「平成３

１年度又は平成３２年度」に改め、同条第１項中「平成２８年度分又は平成２

９年度分」を「平成３１年度分又は平成３２年度分」に改め、同条第２項中「

平成２８年度適用土地又は平成２８年度類似適用土地」を「平成３１年度適用

土地又は平成３１年度類似適用土地」に、「平成２９年度分」を「平成３２年

度分」に改める。

付則第１１条の見出し及び同条第１項中「平成２７年度から平成２９年度ま

で」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に改め、同条第２項及び第３項

中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度

まで」に、「にあっては」を「には」に改め、同条第４項中「平成２７年度か

ら平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に、「当該課

税標準額」を「前年度分の固定資産税の課税標準額」に改め、同条第５項中「

平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで

」に改める。

付則第１２条の見出し中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３

０年度から平成３２年度まで」に改め、同条中「地方税法等の一部を改正する

法律（平成２７年法律第２号）附則第１８条第１項」を「地方税法等の一部を

改正する法律（平成３０年法律第３号）附則第２２条第１項」に、「平成２７
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年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に改め

る。

付則第１３条（見出しを含む。）中「平成２７年度から平成２９年度まで」

を「平成３０年度から平成３２年度まで」に改める。

付則第１５条の２第６号を削り、同条中第７号を第６号とし、第８号から第

１４号までを１号ずつ繰り上げる。

付則第１５条の５第１項中「又は指定特定事業法人」を削り、同項中「平成

３０年３月３１日」を「平成３２年３月３１日」に改め、同条第２項中「平成

３０年３月３１日」を「平成３２年３月３１日」に改める。

付則第１６条の２第１項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成

３０年度から平成３２年度まで」に改め、同条第２項中「平成３０年３月３１

日」を「平成３３年３月３１日」に改める。

付則第１８条の見出し及び同条各項並びに付則第１９条（見出しを含む。）

中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度

まで」に改める。

付則第１９条の４の見出し中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平

成３０年度から平成３２年度まで」に改め、同条中「地方税法等の一部を改正

する法律附則第１８条第１項」を「地方税法等の一部を改正する法律附則第２

２条第１項」に、「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度か

ら平成３２年度まで」に改める。

付則第２０条中「第３９項若しくは第４２項」を「第３９項、第４２項、第

４４項若しくは第４５項」に改める。

付則第２７条第３項第３号中「第１５条の８第３項、第４項又は第５項」を

「第１５条の８第１項、第２項又は第３項」に改め、同条第７項第２号中「第

１５条の８第３項又は第５項」を「第１５条の８第１項又は第３項」に改め、

同項第３号中「第１５条の８第３項、第４項又は第５項」を「第１５条の８第

１項、第２項又は第３項」に改める。

付 則

（施行期日）

第１条 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、付則第１５

条の２第６号を削り、同条中第７号を第６号とし、第８号から第１４号まで

を１号ずつ繰り上げる改正規定及び付則第２０条の改正規定は、公布の日か

ら施行する。

（法人の市民税に関する経過措置）

第２条 改正後の北九州市市税条例（以下「新条例」という。）第４０条の２
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第２項、第３項、第５項及び第６項の規定は、平成２９年１月１日以後に同

条第１項又は第４項の申告書の提出期限が到来する法人の市民税に係る延滞

金について適用する。

（固定資産税に関する経過措置）

第３条 新条例の規定中固定資産税に関する部分は、平成３０年度以後の年度

分の固定資産税について適用し、平成２９年度分までの固定資産税について

は、なお従前の例による。

（都市計画税に関する経過措置）

第４条 新条例の規定中都市計画税に関する部分は、平成３０年度以後の年度

分の都市計画税について適用し、平成２９年度分までの都市計画税について

は、なお従前の例による。
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北九州市高圧ガス保安法施行細則をここに公布する。

平成３０年３月３０日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市規則第２２号

北九州市高圧ガス保安法施行細則

 （趣旨）

第１条 高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号。以下「法」という。）

の施行については、高圧ガス保安法施行令（平成９年政令第２０号。以下「

政令」という。）、容器保安規則（昭和４１年通商産業省令第５０号。以下

「容器則」という。）、冷凍保安規則（昭和４１年通商産業省令第５１号。

以下「冷凍則」という。）、液化石油ガス保安規則（昭和４１年通商産業省

令第５２号。以下「液石則」という。）、一般高圧ガス保安規則（昭和４１

年通商産業省令第５３号。以下「一般則」という。）及び国際相互承認に係

る容器保安規則（平成２８年経済産業省令第８２号。以下「国際容器則」と

いう。）その他別に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。

（充 場所の届出等）

第２条 一般則第８条第２項第１号リただし書、第８条の２第２項第２号ヘ及

び第１２条第２項第６号ただし書に規定する届出は、高圧ガス充 場所届を

提出して行わなければならない。

２ 前項の高圧ガス充 場所届を提出した者が、当該届出に係る高圧ガス充 

場所を廃止したときは、遅滞なく、高圧ガス充 場所廃止届を市長に提出し

なければならない。

（容器再検査の申請）

第３条 法第４９条第１項に規定する容器再検査を受けようとする者は、容器

再検査申請書により市長に申請しなければならない。

（附属品再検査の申請）

第４条 法第４９条の４第１項に規定する附属品再検査を受けようとする者は

、附属品再検査申請書により市長に申請しなければならない。

（記載事項変更の届出）

第５条 第一種製造者、第二種製造者、第一種貯蔵所若しくは第二種貯蔵所の

所有者若しくは占有者、販売業者、特定高圧ガス消費者又は容器検査所の登

録を受けた者は、氏名若しくは名称、住所若しくは事務所若しくは事業所の

所在地又は代表者の氏名を変更したときは、遅滞なく、高圧ガス製造許可等

記載事項変更届を市長に提出しなければならない。

 （許可申請等の取下げ）

1212



第６条 法、政令、容器則、冷凍則、液石則、一般則、国際容器則及びこの規

則の規定による申請等を取り下げるときは、高圧ガス許可申請等取下書を市

長に提出しなければならない。

（書類の提出部数）

第７条 法、政令、容器則、冷凍則、液石則、一般則、国際容器則及びこの規

則の規定により市長に提出することとされている申請書、届出書及び報告書

（これらにそれぞれ添付することとされている書類等を含む。）は、別に定

めるものを除き、２部提出しなければならない。

 （帳票の様式）

第８条 この規則に定める申請書、届出書等の様式は、別に消防局長が定める 

 。

 （委任）

第９条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、

別に消防局長が定める。

付 則

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。
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北九州市地方独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則の一

部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市規則第２４号

北九州市地方独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関す

る規則の一部を改正する規則

北九州市地方独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平

成１７年北九州市規則第２０号）の一部を次のように改正する。

 題名を次のように改める。

公立大学法人北九州市立大学の業務運営並びに財務及び会計に関

する規則

 第１条中「法」という 。）」 の次に「第１３条第４項及び第６項第２号、」

を加え、「、第２８条第１項、第２９条第１項、第３０条第１項、第３４条第

１項及び第４項、第４０条第７項並びに」を「、第３４条、第３５条第１項、

第４０条第６項、」に改め、「第４６条」の次に「、第５６条の２第１号及び

第２号並びに第７８条の２第２項」を加え、「第３０条並びに」を「第３５条

並びに」に、「北九州市地方独立行政法人」を「公立大学法人北九州市立大学

」に改める。

 第６条から第８条までを削り、第５条を第７条とする。

第４条第２号中「（公立大学法人に限る 。）」 を削り、同条を第６条とする

。

第３条を第５条とし、第２条を第４条とし、第１条の次に次の２条を加える

。

（監査報告の作成）

第２条 法第１３条第４項の規定により規則で定める事項については、この条

の定めるところによる。

２ 監事は、その職務を適切に遂行するため、次に掲げる者との意思疎通を図

り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めなければならない。この場合に

おいて、役員（監事を除く。以下この条において同じ。）は、監事の職務の

執行のための必要な体制の整備に留意しなければならない。

（１） 法人の役員及び職員

（２） 前号に掲げる者のほか、監事が適切に職務を遂行するに当たり意思

疎通を図るべき者

３ 前項の規定は、監事が公正不偏の態度及び独立の立場を保持することがで
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きなくなるおそれのある関係の創設及び維持を認めるものと解してはならな

い。 

４ 監事は、その職務の遂行に当たり、必要に応じ、法人の他の監事その他こ

れらの者に相当する者との意思疎通及び情報の交換を図るよう努めなければ

ならない。 

５ 監査報告には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

（１） 監事の監査の方法及びその内容 

（２） 法人の業務が、法令等に従って適正に実施されているかどうか及び

中期目標の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施されているかどうか

についての意見 

（３） 法人の役員の職務の執行が法令等に適合することを確保するための

体制その他法人の業務の適正を確保するための体制の整備及び運用につい

ての意見 

（４） 法人の役員の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令等に違反する

重大な事実があったときは、その事実 

（５） 監査のため必要な調査ができなかったときは、その旨及びその理由 

（６） 監査報告を作成した日

（監事の調査の対象となる書類）

第３条 法第１３条第６項第２号の規則で定める書類は、法、地方独立行政法

人法施行令、地方独立行政法人法施行規則（平成１６年総務省令第５１号）

及びこの規則の規定に基づき市長に提出する書類とする。

第９条を第８条とし、同条の次に次の１条を加える。

（事業報告書の作成）

第９条 法第３４条第２項の規定により規則で定める事項については、この条

の定めるところによる。

２ 事業報告書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

（１） 法人に関する基礎的な情報

ア 目標、業務内容、沿革、設立に係る根拠法、設立団体、組織図その他

の法人の概要

イ 事務所（従たる事務所を含む。）の所在地

ウ 資本金の額（前事業年度末からの増減を含む。）

エ 在学する学生の数

オ 役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴

カ 常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。）及び平均年齢並び

に法人への出向者の数
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キ 非常勤職員の数

（２） 財務諸表の要約

（３） 財務情報

ア 財務諸表に記載された事項の概要

イ 重要な施設等の整備等の状況

ウ 予算及び決算の概要

（４） 事業に関する説明

ア 財源の内訳

イ 財務情報及び業務の実績に基づく説明

（５） その他事業に関する事項

 第１０条中「第３４条第４項」を「第３４条第３項」に改める。

 第２２条を第２６条とする。

 第２１条各号列記以外の部分中「公立大学法人」を「法人」に改め、同条を

第２５条とする。

 第２０条第１項各号列記以外の部分中「公立大学法人」を「法人」に改め、

同条を第２４条とする。

 第１９条第１項各号列記以外の部分中「公立大学法人」を「法人」に改め、

同条を第２３条とする。

第１８条第１項各号列記以外の部分中「公立大学法人」を「法人」に改め、

同条を第２１条とし、同条の次に次の１条を加える。

（業務実績等報告書）

第２２条 法第７８条の２第２項に規定する報告書には、当該報告書が次の各

号に掲げる報告書のいずれに該当するかに応じ当該各号に定める項目ごとに

業務の実績及び当該実績について自ら評価を行った結果（この条において「

業務の実績等」という。）を記載しなければならない。

（１） 事業年度における業務の実績等を明らかにした報告書 当該事業年

度に係る年度計画に定めた項目

（２） 中期目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間における業務

の実績等を明らかにした報告書及び中期目標の期間における業務の実績等

を明らかにした報告書 中期計画に定めた項目

 第１７条を第１８条とし、同条の次に次の２条を加える。

（内部組織）

第１９条 法第５６条の２第１号に規定する離職前５年間に在職していた法人

の内部組織として規則で定めるものは、現に存する理事長の直近下位の内部

組織（地方自治法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第５４号）の施
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行の日以後のものに限る。次項において同じ。）として次に掲げるもの（次

項において「現内部組織」という。）であって再就職者（離職後２年を経過

した者を除く。次項において同じ。）が離職前５年間に在職していたものと

する。

（１） 理事

（２） 監事

（３） 北九州市立大学

２ 直近７年間に存し、又は存していた理事長の直近下位の内部組織として前

項各号に掲げるものであって再就職者が離職前５年間に在職していたものが

行っていた業務を現内部組織（当該内部組織が現内部組織である場合にあっ

ては他の現内部組織）が行っている場合における同項の規定の適用について

は、当該再就職者が離職前５年間に当該現内部組織に在職していたものとみ

なす。

（管理又は監督の地位）

第２０条 法第５６条の２第２号に規定する管理又は監督の地位として規則で

定めるものは、法人の教育研究上の重要な組織の長若しくは法人の職員の給

与の支給の基準に基づき管理職手当の支給を受ける地位又はこれらに準ずる

地位として法人が定めるものとする。

 第１６条を第１７条とし、第１５条を第１６条とし、第１４条を第１５条と

する。

第１３条中「第４０条第６項」を「第４０条第５項」に改め、同条を第１４

条とする。

第１２条第２項中「損益計算書」の次に「その他市長が必要と認める事項を

記載した書類」を加え、同条を第１３条とする。

第１１条を第１２条とし、第１０条の次に次の１条を加える。

（会計監査報告の作成）

第１１条 法第３５条第１項の規定により規則で定める事項については、この

条の定めるところによる。

２ 会計監査人は、その職務を適切に遂行するため、次に掲げる者との意思疎

通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めなければならない。ただ

し、会計監査人が公正不偏の態度及び独立の立場を保持することができなく

なるおそれのある関係の創設及び維持を認めるものと解してはならない。

（１） 法人の役員（監事を除く。）及び職員

（２） 前号に掲げる者のほか、会計監査人が適切に職務を遂行するに当た

り意思疎通を図るべき者
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３ 会計監査人は、法第３４条第１項に規定する財務諸表並びに同条第２項に

規定する事業報告書及び決算報告書を受領したときは、次に掲げる事項を内

容とする会計監査報告を作成しなければならない。

（１） 会計監査人の監査の方法及びその内容

（２） 財務諸表（利益の処分又は損失の処理に関する書類を除く。以下こ

の号及び次項において同じ。）が法人の財政状態、運営状況、キャッシュ

・フローの状況等を全ての重要な点において適正に表示しているかどうか

についての意見があるときは、次のアからウまでに掲げる意見の区分に応

じ、当該アからウまでに定める事項

ア 無限定適正意見 監査の対象となった財務諸表が地方独立行政法人会

計基準その他の一般に公正妥当と認められる会計の慣行に準拠して、法

人の財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの状況等を全ての重要な

点において適正に表示していると認められる旨

イ 除外事項を付した限定付適正意見 監査の対象となった財務諸表が除

外事項を除き地方独立行政法人会計基準その他の一般に公正妥当と認め

られる会計の慣行に準拠して、法人の財政状態、運営状況、キャッシュ

・フローの状況等を全ての重要な点において適正に表示していると認め

られる旨及び除外事項

ウ 不適正意見 監査の対象となった財務諸表が不適正である旨及びその

理由

（３） 前号の意見がないときは、その旨及びその理由

（４） 追記情報

（５） 前各号に掲げるもののほか、利益の処分又は損失の処理に関する書

類、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に関して必

要な報告

（６） 会計監査報告を作成した日

４ 前項第４号に規定する「追記情報」とは、次に掲げる事項その他の事項の

うち、会計監査人の判断に関して説明を付する必要がある事項又は財務諸表

の内容のうち強調する必要がある事項とする。

（１） 正当な理由による会計方針の変更

（２） 重要な偶発事象

（３） 重要な後発事象

付 則

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。
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北九州市身体障害者福祉措置費用徴収規則の一部を改正する規則をここに公

布する。

  平成３０年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市規則第２７号

   北九州市身体障害者福祉措置費用徴収規則の一部を改正する規則   

第１条 北九州市身体障害者福祉措置費用徴収規則（昭和６１年北九州市規則

第４３号）の一部を次のように改正する。

  第２条第１項中「費用の徴収額は、法第１８条第１項の措置（障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号。以下「支援法」という。）第５条第２項から第４項まで、第８項又は

第９項に規定する障害福祉サービスに係る措置に限る。）」を「法第１８条

第１項又は第２項の規定による措置」に、「法第１８条第１項若しくは第２

項」を「同条第１項若しくは第２項」に、「又は支援法」を「又は障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１

２３号。以下「支援法」という。）」に、「にあっては別表第１に、法第１

８条第１項の措置（支援法第５条第７項又は第１２項から第１５項までに規

定する障害福祉サービスに係る措置に限る。）に係る被措置者（以下「通所

等被措置者」という。）又は法第１８条第２項の措置に係る被措置者（以下

「入所等被措置者」という。）にあっては別表第２に、通所等被措置者の扶

養義務者又は入所等被措置者の扶養義務者にあっては別表第３に掲げるそれ

ぞれの階層区分ごとに定める金額」を「から徴収する費用の額は、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額」に改め、同項に次の各号を加え

る。

  （１） 支援法第５条第１０項に規定する施設入所支援（以下「施設入所

支援」という。）の措置を受け、かつ、同条第７項に規定する生活介護

（以下「生活介護」という。）、同条第１２項に規定する自立訓練（以

下「自立訓練」という。）、同条第１３項に規定する就労移行支援（以

下「就労移行支援」という。）若しくは同条第１４項に規定する就労継

続支援（以下「就労継続支援」という。）の措置を受ける場合又は同条

第９項に規定する重度障害者等包括支援（以下「重度障害者等包括支援

」という。）の措置を受ける場合 別表第１又は別表第２に定める額

（２） 前号に規定する場合を除き、支援法第５条第６項に規定する療養

介護（以下「療養介護」という。）、生活介護、自立訓練、就労移行支

援又は就労継続支援の措置を受ける場合 別表第３又は別表第４に定め
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る額

（３） 支援法第５条第２項に規定する居宅介護（以下「居宅介護」とい

う。）、同条第３項に規定する重度訪問介護（以下「重度訪問介護」と

いう。）、同条第４項に規定する同行援護（以下「同行援護」という。

）、同条第８項に規定する短期入所（以下「短期入所」という。）又は

同条第１５項に規定する共同生活援助（以下「共同生活援助」という。

）の措置を受ける場合 別表第５に定める額

  第２条第２項中「通所等被措置者及び入所等被措置者（法第１８条第２項

に規定する障害者支援施設等への入所の措置を受けている者に限る。）」を

「法第１８条第１項の規定による措置（生活介護、自立訓練、就労移行支援

、就労継続支援又は共同生活援助に係る措置に限る。）に係る被措置者（以

下「通所等被措置者」という。）及び同条第２項の規定による措置（同項に

規定する障害者支援施設等への入所の措置に限る。）に係る被措置者（以下

「入所被措置者」という。）」に、「入所等被措置者が」を「入所被措置者

が」に改め、同条第３項中「及び入所等被措置者（法第１８条第２項に規定

する障害者支援施設等への入所の措置を受けている者に限る。）」を「及び

入所被措置者」に、「入所等被措置者が」を「入所被措置者が」に、「入所

等被措置者（同項」を「入所被措置者（法第１８条第２項」に改める。

  別表第１から別表第３までを削り、付則の次に別表として次の５表を加え

る。

 別表第１（第２条関係）

被措置者費用徴収額

対象収入額等による階層区分 

徴収額（月額） 

施設入所支援の措置を受け、かつ、生活介

護、自立訓練、就労移行支援若しくは就労
継続支援の措置を受ける場合又は重度障害
者等包括支援の措置を受ける場合 

1 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による

被保護者及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進
並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶
者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３

０号）による支援給付を受けている者（以下「被
保護者等」という。） 

0 円

（１階層を除き対象収入額区分が次の額である者） 

2 270,000 円以下 0 円

3 270,001 円から 280,000 円まで 1,000 円

4 280,001 円から 300,000 円まで 1,800 円

5 300,001 円から 320,000 円まで 3,400 円

6 320,001 円から 340,000 円まで 4,700 円

7 340,001 円から 360,000 円まで 5,800 円

8 360,001 円から 380,000 円まで 7,500 円
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9 380,001 円から 400,000 円まで 9,100 円

10 400,001 円から 420,000 円まで 10,800 円

11 420,001 円から 440,000 円まで 12,500 円

12 440,001 円から 460,000 円まで 14,100 円

13 460,001 円から 480,000 円まで 15,800 円

14 480,001 円から 500,000 円まで 17,500 円

15 500,001 円から 520,000 円まで 19,100 円

16 520,001 円から 540,000 円まで 20,800 円

17 540,001 円から 560,000 円まで 22,500 円

18 560,001 円から 580,000 円まで 24,100 円

19 580,001 円から 600,000 円まで 25,800 円

20 600,001 円から 640,000 円まで 27,500 円

21 640,001 円から 680,000 円まで 30,800 円

22 680,001 円から 720,000 円まで 34,100 円

23 720,001 円から 760,000 円まで 37,500 円

24 760,001 円から 800,000 円まで 39,800 円

25 800,001 円から 840,000 円まで 41,800 円

26 840,001 円から 880,000 円まで 43,800 円

27 880,001 円から 920,000 円まで 45,800 円

28 920,001 円から 960,000 円まで 47,800 円

29 960,001 円から 1,000,000 円まで 49,800 円

30 1,000,001 円から 1,040,000 円まで 51,800 円

31 1,040,001 円から 1,080,000 円まで 54,400 円

32 1,080,001 円から 1,120,000 円まで 57,100 円

33 1,120,001 円から 1,160,000 円まで 59,800 円

34 1,160,001 円から 1,200,000 円まで 62,400 円

35 1,200,001 円から 1,260,000 円まで 65,100 円

36 1,260,001 円から 1,320,000 円まで 69,100 円

37 1,320,001 円から 1,380,000 円まで 73,100 円

38 1,380,001 円から 1,440,000 円まで 77,100 円

39 1,440,001 円から 1,500,000 円まで 81,100 円

40 1,500,001 円以上 （対象収入額－150 万円）×0.9÷12＋ 81, 
100 円  
（その額に 100 円未満の端数を生じたとき
は、これを切り捨てた額） 

備考 
 １ 被措置者から徴収する費用の額は、対象収入額等による階層区分に応じ、徴収額の欄に掲げ

る額とする。 

 ２ 複数の障害福祉サービス（支援法第５条に規定する障害福祉サービスをいう。以下同じ。）
の措置を受けることによりこの表の階層区分に応じた徴収額を超える被措置者から徴収すべき
費用の額が発生する場合には、この表の階層区分に応じた徴収額を上限とする。 

 ３ この表において「対象収入額」とは、前年（１月１日から６月３０日までの間における徴収
額については、前々年）の収入額（社会通念上収入として認定することが適当でないものを除
く。）から、租税、社会保険料等の必要経費の額を控除した額をいう。 

 別表第２（第２条関係）

扶養義務者費用徴収額

税額等による階層区分 

徴収額(月額) 

施設入所支援の措置を受け、かつ、生活介
護、自立訓練、就労移行支援若しくは就労
継続支援の措置を受ける場合又は重度障害
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者等包括支援の措置を受ける場合 

A 被保護者等 0 円

B Ａ階層を除き当該年度分の市町村民税非課税の者 0 円

C1 Ａ階層及び
Ｂ階層を除
き前年分の

所得税非課
税の者 

当該年度分の市町村民税所得割非課
税（均等割のみ課税）の者 

2,200 円

C2 当該年度分の市町村民税所得割課税
の者 

3,300 円

D1 Ａ階層及び
Ｂ階層を除

き前年分の
所得税課税
の者 

所得税年額 15,000 円以下 4,500 円

D2 15,001 円から 40,000 円まで 6,700 円

D3 40,001 円から 70,000 円まで 9,300 円

D4 70,001 円から 183,000 円まで 14,500 円

D5 183,001 円から 403,000 円まで 20,600 円

D6 403,001 円から 703,000 円まで 27,100 円

D7 703,001 円から 1,078,000 円まで 34,300 円

D8 1,078,001 円から 1,632,000 円まで 42,500 円

D9 1,632,001 円から 2,303,000 円まで 51,400 円

D10 2,303,001 円から 3,117,000 円まで 61,200 円

D11 3,117,001 円から 4,173,000 円まで 71,900 円

D12 4,173,001 円から 5,334,000 円まで 83,300 円

D13 5,334,001 円から 6,674,000 円まで 95,600 円

D14 6,674,001 円以上 その月における被措置者に係る介護給付費
等基準額 

備考 

 １ 被措置者の扶養義務者から徴収する費用の額は、税額等による階層区分に応じ、徴収額の欄
に掲げる額とする。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、被措置者の扶養義務者の徴収額がその月におけるその被措置者に

係る介護給付費等基準額（別表第１の規定により当該被措置者から費用を徴収する場合には、
当該介護給付費等基準額から当該徴収する費用の額を控除した残額とする。）を超える場合に
は、当該介護給付費等基準額に相当する額を徴収する。 

 ３ 同一の者が２人以上の被措置者の主たる扶養義務者となる場合及び複数の障害福祉サービス
に係る措置を受けることによりこの表の階層区分に応じた徴収額を超える被措置者から徴収す
べき費用の額が発生する場合には、この表の階層区分に応じた徴収額を上限とする。 

 ４ 主たる扶養義務者が、他の社会福祉施設の被措置者の扶養義務者である場合には、この表の
階層区分に応じた徴収額から他の制度による費用徴収額を控除した額とする。 

 ５ ４月１日から６月３０日までの間におけるこの表のＢの項、Ｃ１の項及びＣ２の項の規定の

適用については、これらの項中「当該年度分」とあるのは、「前年度分」とする。 
 ６ １月１日から６月３０日までの間におけるこの表のＣ１の項、Ｃ２の項及びＤ１の項からＤ

１４の項までの規定の適用については、これらの項中「前年分」とあるのは、「前々年分」と

する。 
 ７ この表において「市町村民税」とは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による

市町村民税（同法の規定による特別区民税を含む。以下同じ。）をいい、「均等割」及び「所

得割」とは、それぞれ、同法第２９２条第１項第１号及び第２号に規定する均等割及び所得割
（それぞれ、同法の規定による特別区民税に係るものを含む。以下同じ。）をいう。ただし、
均等割又は所得割の額の計算においては、同法第３２３条の規定により市町村民税の減免が行

われた場合には、その額を所得割の額又は均等割の額から順次控除した額を所得割の額又は均
等割の額とし、所得割の額の計算においては、同法第３１４条の７及び第３１４条の８並びに
同法附則第５条第３項、第５条の４第６項及び第５条の４の２第６項の規定は適用しないもの

とする。 
 ８ この表において「所得税年額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３３号）、租税特別措置

法（昭和３２年法律第２６号）及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律

（昭和２２年法律第１７５号）の規定その他市長が別に定める方法によって計算された所得税
の年額をいう。ただし、所得税の年額を計算する場合には、次の規定は、適用しないものとす
る。 

  （１） 所得税法第７８条第１項（同条第２項第２号及び第３号に規定する寄附金については
、地方税法第３１４条の７第１項第２号に規定するものに限る。）、第９２条第１項及び第
９５条第１項から第３項まで 

  （２） 租税特別措置法第４１条第１項、第２項、第６項及び第２５項、第４１条の２、第４
１条の３の２第１項、第２項、第５項及び第６項、第４１条の１９の２第１項、第４１条の
１９の３第１項及び第３項並びに第４１条の１９の４第１項及び第３項 
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  （３） 租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成１０年法律第２３号）附則第１２条、
所得税法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第５号）附則第５９条第１項及び第６０
条第１項並びに所得税法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第１５号）附則第７６条

第１項、第７７条第１項及び第２項、第８０条、第８１条並びに第８２条第１項 
 ９ この表において「介護給付費等基準額」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費

用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第５２３号）に準じて算定した額（食
事提供体制加算を除く。）をいう。 

 別表第３（第２条関係）

被措置者費用徴収額

対象収入額等による階層区分 

徴収額（月額） 

療養介護、生活介護、自立訓練、就労移

行支援又は就労継続支援の措置を受ける
場合 

1 被保護者等 0 円

（１階層を除き対象収入額区分が次の額である者） 

2 270,000 円以下 0 円

3 27,0001 円から 280,000 円まで 500 円

4 280,001 円から 300,000 円まで 900 円

5 300,001 円から 320,000 円まで 1,700 円

6 320,001 円から 340,000 円まで 2,300 円

7 340,001 円から 360,000 円まで 2,900 円

8 360,001 円から 380,000 円まで 3,700 円

9 380,001 円から 400,000 円まで 4,500 円

10 400,001 円から 420,000 円まで 5,400 円

11 420,001 円から 440,000 円まで 6,200 円

12 440,001 円から 460,000 円まで 7,000 円

13 460,001 円から 480,000 円まで 7,900 円

14 480,001 円から 500,000 円まで 8,700 円

15 500,001 円から 520,000 円まで 9,500 円

16 520,001 円から 540,000 円まで 10,400 円

17 540,001 円から 560,000 円まで 11,200 円

18 560,001 円から 580,000 円まで 12,000 円

19 580,001 円から 600,000 円まで 12,900 円

20 600,001 円から 640,000 円まで 13,700 円

21 640,001 円から 680,000 円まで 15,400 円

22 680,001 円から 720,000 円まで 17,000 円

23 720,001 円から 760,000 円まで 18,700 円

24 760,001 円から 800,000 円まで 19,900 円

25 800,001 円から 840,000 円まで 20,900 円

26 840,001 円から 880,000 円まで 21,900 円

27 880,001 円から 920,000 円まで 22,900 円

28 920,001 円から 960,000 円まで 23,900 円

29 960,001 円から 1,000,000 円まで 24,900 円

30 1,000,001 円から 1,040,000 円まで 25,900 円

31 1,040,001 円から 1,080,000 円まで 27,200 円

32 1,080,001 円から 1,120,000 円まで 28,500 円

33 1,120,001 円から 1,160,000 円まで 29,900 円
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34 1,160,001 円から 1,200,000 円まで 31,200 円

35 1,200,001 円から 1,260,000 円まで 32,500 円

36 1,260,001 円から 1,320,000 円まで 34,500 円

37 1,320,001 円から 1,380,000 円まで 36,500 円

38 1,380,001 円から 1,440,000 円まで 38,500 円

39 1,440,001 円から 1,500,000 円まで 40,500 円

40 1,500,001 円以上 （対象収入額－150 万円）×0.9÷12÷2＋
40,500 円  
（その額に 100 円未満の端数を生じたと

きは、これを切り捨てた額） 

備考 別表第１の備考第１項及び第３項の規定は、この表を適用する場合について準用する。 

 別表第４（第２条関係）

扶養義務者費用徴収額

税額等による階層区分 

徴収額（月額） 

療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行

支援又は就労継続支援の措置を受ける場合

A 被保護者等 0 円

B Ａ階層を除き当該年度分の市町村民税非課税の者 0 円

C1 Ａ階層及び

Ｂ階層を除
き前年分の
所得税非課

税の者 

当該年度分の市町村民税所得割非課

税（均等割のみ課税）の者 

1,100 円

C2 当該年度分の市町村民税所得割課税
の者 

1,600 円

D1 Ａ階層及び
Ｂ階層を除
き前年分の

所得税課税
の者 

所得税年額 15,000 円以下 2,200 円

D2 15,001 円から 40,000 円まで 3,300 円

D3 40,001 円から 70,000 円まで 4,600 円

D4 70,001 円から 183,000 円まで 7,200 円

D5 183,001 円から 403,000 円まで 10,300 円

D6 403,001 円から 703,000 円まで 13,500 円

D7 703,001 円から 1,078,000 円まで 17,100 円

D8 1,078,001 円から 1,632,000 円まで 21,200 円

D9 1,632,001 円から 2,303,000 円まで 25,700 円

D10 2,303,001 円から 3,117,000 円まで 30,600 円

D11 3,117,001 円から 4,173,000 円まで 35,900 円

D12 4,173,001 円から 5,334,000 円まで 41,600 円

D13 5,334,001 円から 6,674,000 円まで 47,800 円

D14 6,674,001 円以上 その月における被措置者に係る介護給付費
等基準額及び療養介護医療費基準額 

備考 
 １ この表において「療養介護医療費基準額」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０号）第４２条の２によって読み替えられた
支援法第５８条第３項に規定する指定療養介護医療につき健康保険の療養に要する費用の額の
算定方法の例により算定した額又は支援法第７０条第２項において準用する支援法第５８条第

４項に規定する厚生労働大臣の定めるところにより算定した額をいう。 
 ２ 別表第２の備考（第３項を除く。）の規定は、この表を適用する場合について準用する。こ

の場合において、別表第２の備考第２項の規定中「に係る介護給付費等基準額」とあるのは「

に係る介護給付費等基準額及び療養介護医療費基準額」と、「当該介護給付費等基準額」とあ
るのは「当該介護給付費等基準額及び当該療養介護医療費基準額」と読み替えるものとする。 

 別表第５（第２条関係）

被措置者及び扶養義務者費用徴収額

  徴収額 

2424



税額等による階層区分 上限月額
居宅介護
又は同行
援護３０

分当たり

重度訪問
介護３０
分当たり

短期入所
１日当た
り 

共同生活
援助１月
当たり 

A 被保護者等 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

B Ａ階層を除き当該年度分の市町村民税非課
税の者 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

C1 Ａ階層
及びＢ

階層を
除き前
年分の

所得税
非課税
の者 

当該年度分の市町村民税所得割非課
税（均等割のみ課税）の者 

1,100 円 50 円 50 円 100 円 1,100 円

C2 当該年度分の市町村民税所得割課税

の者 

1,600 円 100 円 100 円 200 円 1,600 円

D1 Ａ階層

及びＢ
階層を
除き前

年分の
所得税
課税の

者 

所得税年額 15,000 円以下 2,200 円 150 円 150 円 300 円 2,200 円

D2 15,001 円から 40,000 円まで 3,300 円 200 円 200 円 400 円 3,300 円

D3 40,001 円から 70,000 円まで 4,600 円 250 円 250 円 600 円 4,600 円

D4 70,001 円から 183,000 円まで 7,200 円 300 円 300 円 1,000 円 7,200 円

D5 183,001 円から 403,000 円まで 10,300 円 400 円 400 円 1,400 円 10,300 円

D6 403,001 円から 703,000 円まで 13,500 円 500 円 500 円 1,800 円 13,500 円

D7 703,001 円から 1,078,000 円まで 17,100 円 600 円 600 円 2,300 円 17,100 円

D8 1,078,001 円から 1,632,000 円まで 21,200 円 800 円 800 円 2,800 円 21,200 円

D9 1,632,001 円から 2,303,000 円まで 25,700 円 1,000 円 1,000 円 3,400 円 25,700 円

D10 2,303,001 円から 3,117,000 円まで 30,600 円 1,200 円 1,200 円 4,100 円 30,600 円

D11 3,117,001 円から 4,173,000 円まで 35,900 円 1,400 円 1,400 円 4,800 円 35,900 円

D12 4,173,001 円から 5,334,000 円まで 41,600 円 1,600 円 1,600 円 5,500 円 41,600 円

D13 5,334,001 円から 6,674,000 円まで 47,800 円 1,900 円 1,900 円 6,400 円 47,800 円

D14 6,674,001 円以上 その月に

おける被
措置者に
係る介護

給付費等
基準額 

その月に

おける被
措置者に
係る介護

給付費等
基準額 

その月に

おける被
措置者に
係る介護

給付費等
基準額 

その月に

おける被
措置者に
係る介護

給付費等
基準額 

その月に

おける被
措置者に
係る介護

給付費等
基準額 

備考 
１ 別表第２の備考（第３項を除く。）の規定は、この表を適用する場合について準用する。こ

の場合において、別表第２の備考第１項の規定中「被措置者の扶養義務者」とあるのは「被措
置者及びその扶養義務者」と、同表の備考第２項中「被措置者の扶養義務者」とあるのは「被
措置者及びその扶養義務者」と、「別表第１の規定により当該被措置者から費用を徴収する場

合には」とあるのは「この表の規定により当該被措置者から費用を徴収する場合の当該被措置
者の扶養義務者から徴収する額は」と読み替えるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、被措置者及びその扶養義務者の１月当たりの徴収額は、税額等に

よる階層区分に応じ、上限月額の欄に掲げる額を上限とする。 

第２条 北九州市身体障害者福祉措置費用徴収規則の一部を次のように改正す

る。

第２条第１項第１号中「施設入所支援」という。）」の次に「若しくは障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成

１８年厚生労働省令第１９号）第２５条第７号に規定する宿泊型自立訓練（

以下「宿泊型自立訓練」という。）」を加え、同項第２号中「自立訓練」の

次に「、宿泊型自立訓練」を加え、同項第３号中「同条第１５項」を「同条

第１７項」に改める。
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別表第１及び別表第２中「施設入所支援」の次に「若しくは宿泊型自立訓

練」を加える。

別表第３及び別表第４中「自立訓練」の次に「、宿泊型自立訓練」を加え

る。

   付 則

 この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成３０年

４月１日から施行する。
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北九州市知的障害者福祉措置費用徴収規則の一部を改正する規則をここに公

布する。

  平成３０年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市規則第２８号

   北九州市知的障害者福祉措置費用徴収規則の一部を改正する規則   

第１条 北九州市知的障害者福祉措置費用徴収規則（昭和４６年北九州市規則

第２７号）の一部を次のように改正する。

  第２条第１項中「費用の徴収額は、法第１５条の４の措置（障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号。以下「支援法」という。）第５条第２項、第３項、第５項、第８項又は

第９項に規定する障害福祉サービスに係る措置に限る。）」を「法第１５条

の４又は法第１６条第１項第２号の規定による措置」に、「又は支援法」を

「又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号。以下「支援法」という。）」に、「にあっては別表

第１に、法第１５条の４の措置（支援法第５条第７項又は第１２項から第１

５項までに規定する障害福祉サービスに係る措置に限る。）に係る被措置者

（以下「通所等被措置者」という。）又は法第１６条第１項第２号の措置に

係る被措置者（以下「入所被措置者」という。）にあっては別表第２に、通

所等被措置者の扶養義務者又は入所被措置者の扶養義務者にあっては別表第

３に掲げるそれぞれの階層区分ごとに定める金額」を「から徴収する費用の

額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額」に改め、同項に

次の各号を加える。

  （１） 支援法第５条第１０項に規定する施設入所支援（以下「施設入所

支援」という。）若しくは障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号）第２５

条第７号に規定する宿泊型自立訓練（以下「宿泊型自立訓練」という。

）の措置を受け、かつ、支援法第５条第７項に規定する生活介護（以下

「生活介護」という。）、同条第１２項に規定する自立訓練（以下「自

立訓練」という。）、同条第１３項に規定する就労移行支援（以下「就

労移行支援」という。）若しくは同条第１４項に規定する就労継続支援

（以下「就労継続支援」という。）の措置を受ける場合又は同条第９項

に規定する重度障害者等包括支援（以下「重度障害者等包括支援」とい

う。）の措置を受ける場合 別表第１又は別表第２に定める額

（２） 前号に規定する場合を除き、支援法第５条第６項に規定する療養
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介護（以下「療養介護」という。）、生活介護、自立訓練、宿泊型自立

訓練、就労移行支援又は就労継続支援の措置を受ける場合 別表第３又

は別表第４に定める額

（３） 支援法第５条第２項に規定する居宅介護（以下「居宅介護」とい

う。）、同条第３項に規定する重度訪問介護（以下「重度訪問介護」と

いう。）、同条第５項に規定する行動援護（以下「行動援護」という。

）、同条第８項に規定する短期入所（以下「短期入所」という。）又は

同条第１５項に規定する共同生活援助（以下「共同生活援助」という。

）の措置を受ける場合 別表第５に定める額

  第２条第２項中「通所等被措置者及び入所被措置者」を「法第１５条の４

の規定による措置（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援又は

共同生活援助に係る措置に限る。）に係る被措置者（以下「通所等措置者」

という。）及び法第１６条第１項第２号の規定による措置（同号に規定する

障害者支援施設等への入所の措置に限る。）に係る被措置者（以下「入所被

措置者」という。）」に改め、「当該」を削り、同条第３項中「当該」を削

る。

  別表第１から別表第３までを削り、付則の次に別表として次の５表を加え

る。

 別表第１（第２条関係）

被措置者費用徴収額

対象収入額等による階層区分 

徴収額（月額） 

施設入所支援若しくは宿泊型自立訓練の措
置を受け、かつ、生活介護、自立訓練、就

労移行支援若しくは就労継続支援の措置を
受ける場合又は重度障害者等包括支援を受
ける場合 

1 
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による

被保護者及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進
並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶
者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３

０号）による支援給付を受けている者（以下「被
保護者等」という。） 

0 円

（１階層を除き対象収入額区分が次の額である者） 

2 270,000 円以下 0 円

3 270,001 円から 280,000 円まで 1,000 円

4 280,001 円から 300,000 円まで 1,800 円

5 300,001 円から 320,000 円まで 3,400 円

6 320,001 円から 340,000 円まで 4,700 円

7 340,001 円から 360,000 円まで 5,800 円

8 360,001 円から 380,000 円まで 7,500 円

9 380,001 円から 400,000 円まで 9,100 円

10 400,001 円から 420,000 円まで 10,800 円
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11 420,001 円から 440,000 円まで 12,500 円

12 440,001 円から 460,000 円まで 14,100 円

13 460,001 円から 480,000 円まで 15,800 円

14 480,001 円から 500,000 円まで 17,500 円

15 500,001 円から 520,000 円まで 19,100 円

16 520,001 円から 540,000 円まで 20,800 円

17 540,001 円から 560,000 円まで 22,500 円

18 560,001 円から 580,000 円まで 24,100 円

19 580,001 円から 600,000 円まで 25,800 円

20 600,001 円から 640,000 円まで 27,500 円

21 640,001 円から 680,000 円まで 30,800 円

22 680,001 円から 720,000 円まで 34,100 円

23 720,001 円から 760,000 円まで 37,500 円

24 760,001 円から 800,000 円まで 39,800 円

25 800,001 円から 840,000 円まで 41,800 円

26 840,001 円から 880,000 円まで 43,800 円

27 880,001 円から 920,000 円まで 45,800 円

28 920,001 円から 960,000 円まで 47,800 円

29 960,001 円から 1,000,000 円まで 49,800 円

30 1,000,001 円から 1,040,000 円まで 51,800 円

31 1,040,001 円から 1,080,000 円まで 54,400 円

32 1,080,001 円から 1,120,000 円まで 57,100 円

33 1,120,001 円から 1,160,000 円まで 59,800 円

34 1,160,001 円から 1,200,000 円まで 62,400 円

35 1,200,001 円から 1,260,000 円まで 65,100 円

36 1,260,001 円から 1,320,000 円まで 69,100 円

37 1,320,001 円から 1,380,000 円まで 73,100 円

38 1,380,001 円から 1,440,000 円まで 77,100 円

39 1,440,001 円から 1,500,000 円まで 81,100 円

40 1,500,001 円以上 （対象収入額－150 万円）×0.9÷12＋ 81, 
100 円  
（その額に 100 円未満の端数を生じたとき
は、これを切り捨てた額） 

備考 
 １ 被措置者から徴収する費用の額は、対象収入額等による階層区分に応じ、徴収額の欄に掲げ

る額とする。 

 ２ 複数の障害福祉サービス（支援法第５条に規定する障害福祉サービスをいう。以下同じ。）
の措置を受けることによりこの表の階層区分に応じた徴収額を超える被措置者から徴収すべき
費用の額が発生する場合には、この表の階層区分に応じた徴収額を上限とする。 

 ３ この表において「対象収入額」とは、前年（１月１日から６月３０日までの間における徴収
額については、前々年）の収入額（社会通念上収入として認定することが適当でないものを除
く。）から、租税、社会保険料等の必要経費の額を控除した額をいう。 

 別表第２（第２条関係）

扶養義務者費用徴収額

税額等による階層区分 

徴収額(月額) 

施設入所支援若しくは宿泊型自立訓練の措
置を受け、かつ、生活介護、自立訓練、就

労移行支援若しくは就労継続支援の措置を
受ける場合又は重度障害者等包括支援を受
ける場合 

A 被保護者等 0 円
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B Ａ階層を除き当該年度分の市町村民税非課税の者 0 円

C1 Ａ階層及び 
Ｂ階層を除
き前年分の

所得税非課
税の者 

当該年度分の市町村民税所得割非課 
税（均等割のみ課税）の者 

2,200 円

C2 当該年度分の市町村民税所得割課税
の者 

3,300 円

D1 Ａ階層及び
Ｂ階層を除

き前年分の
所得税課税
の者 

所得税年額 15,000 円以下 4,500 円

D2 15,001 円から 40,000 円まで 6,700 円

D3 40,001 円から 70,000 円まで 9,300 円

D4 70,001 円から 183,000 円まで 14,500 円

D5 183,001 円から 403,000 円まで 20,600 円

D6 403,001 円から 703,000 円まで 27,100 円

D7 703,001 円から 1,078,000 円まで 34,300 円

D8 1,078,001 円から 1,632,000 円まで 42,500 円

D9 1,632,001 円から 2,303,000 円まで 51,400 円

D10 2,303,001 円から 3,117,000 円まで 61,200 円

D11 3,117,001 円から 4,173,000 円まで 71,900 円

D12 4,173,001 円から 5,334,000 円まで 83,300 円

D13 5,334,001 円から 6,674,000 円まで 95,600 円

D14 6,674,001 円以上 その月における被措置者に係る介護給付費
等基準額 

備考 

 １ 被措置者の扶養義務者から徴収する費用の額は、税額等による階層区分に応じ、徴収額の欄
に掲げる額とする。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、被措置者の扶養義務者の徴収額がその月におけるその被措置者に

係る介護給付費等基準額（別表第１の規定により当該被措置者から費用を徴収する場合には、
当該介護給付費等基準額から当該徴収する費用の額を控除した残額とする。）を超える場合に
は、当該介護給付費等基準額に相当する額を徴収する。 

 ３ 同一の者が２人以上の被措置者の主たる扶養義務者となる場合及び複数の障害福祉サービス
に係る措置を受けることによりこの表の階層区分に応じた徴収額を超える被措置者から徴収す
べき費用の額が発生する場合には、この表の階層区分に応じた徴収額を上限とする。 

 ４ 主たる扶養義務者が、他の社会福祉施設の被措置者の扶養義務者である場合には、この表の
階層区分に応じた徴収額から他の制度による費用徴収額を控除した額とする。 

 ５ ４月１日から６月３０日までの間におけるこの表のＢの項、Ｃ１の項及びＣ２の項の規定の

適用については、これらの項中「当該年度分」とあるのは、「前年度分」とする。 
 ６ １月１日から６月３０日までの間におけるこの表のＣ１の項、Ｃ２の項及びＤ１の項からＤ

１４の項までの規定の適用については、これらの項中「前年分」とあるのは、「前々年分」と

する。 
 ７ この表において「市町村民税」とは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による

市町村民税（同法の規定による特別区民税を含む。以下同じ。）をいい、「均等割」及び「所

得割」とは、それぞれ、同法第２９２条第１項第１号及び第２号に規定する均等割及び所得割
（それぞれ、同法の規定による特別区民税に係るものを含む。以下同じ。）をいう。ただし、
均等割又は所得割の額の計算においては、同法第３２３条の規定により市町村民税の減免が行

われた場合には、その額を所得割の額又は均等割の額から順次控除した額を所得割の額又は均
等割の額とし、所得割の額の計算においては、同法第３１４条の７及び第３１４条の８並びに
同法附則第５条第３項、第５条の４第６項及び第５条の４の２第６項の規定は適用しないもの

とする。 
 ８ この表において「所得税年額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３３号）、租税特別措置

法（昭和３２年法律第２６号）及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律

（昭和２２年法律第１７５号）の規定その他市長が別に定める方法によって計算された所得税
の年額をいう。ただし、所得税の年額を計算する場合には、次の規定は、適用しないものとす
る。 

  （１） 所得税法第７８条第１項（同条第２項第２号及び第３号に規定する寄附金については
、地方税法第３１４条の７第１項第２号に規定するものに限る。）、第９２条第１項及び第
９５条第１項から第３項まで 

  （２） 租税特別措置法第４１条第１項、第２項、第６項及び第２５項、第４１条の２、第４
１条の３の２第１項、第２項、第５項及び第６項、第４１条の１９の２第１項、第４１条の
１９の３第１項及び第３項並びに第４１条の１９の４第１項及び第３項 

  （３） 租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成１０年法律第２３号）附則第１２条、
所得税法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第５号）附則第５９条第１項及び第６０
条第１項並びに所得税法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第１５号）附則第７６条 
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   第１項、第７７条第１項及び第２項、第８０条、第８１条並びに第８２条第１項 
 ９ この表において「介護給付費等基準額」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費

用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第５２３号）に準じて算定した額（食
事提供体制加算を除く。）をいう。 

 別表第３（第２条関係）

被措置者費用徴収額

対象収入額等による階層区分 

徴収額（月額） 

療養介護、生活介護、自立訓練、宿泊型

自立訓練、就労移行支援又は就労継続支
援の措置を受ける場合 

1 被保護者等 0 円

（１階層を除き対象収入額区分が次の額である者） 

2 270,000 円以下 0 円

3 27,0001 円から 280,000 円まで 500 円

4 280,001 円から 300,000 円まで 900 円

5 300,001 円から 320,000 円まで 1,700 円

6 320,001 円から 340,000 円まで 2,300 円

7 340,001 円から 360,000 円まで 2,900 円

8 360,001 円から 380,000 円まで 3,700 円

9 380,001 円から 400,000 円まで 4,500 円

10 400,001 円から 420,000 円まで 5,400 円

11 420,001 円から 440,000 円まで 6,200 円

12 440,001 円から 460,000 円まで 7,000 円

13 460,001 円から 480,000 円まで 7,900 円

14 480,001 円から 500,000 円まで 8,700 円

15 500,001 円から 520,000 円まで 9,500 円

16 520,001 円から 540,000 円まで 10,400 円

17 540,001 円から 560,000 円まで 11,200 円

18 560,001 円から 580,000 円まで 12,000 円

19 580,001 円から 600,000 円まで 12,900 円

20 600,001 円から 640,000 円まで 13,700 円

21 640,001 円から 680,000 円まで 15,400 円

22 680,001 円から 720,000 円まで 17,000 円

23 720,001 円から 760,000 円まで 18,700 円

24 760,001 円から 800,000 円まで 19,900 円

25 800,001 円から 840,000 円まで 20,900 円

26 840,001 円から 880,000 円まで 21,900 円

27 880,001 円から 920,000 円まで 22,900 円

28 920,001 円から 960,000 円まで 23,900 円

29 960,001 円から 1,000,000 円まで 24,900 円

30 1,000,001 円から 1,040,000 円まで 25,900 円

31 1,040,001 円から 1,080,000 円まで 27,200 円

32 1,080,001 円から 1,120,000 円まで 28,500 円

33 1,120,001 円から 1,160,000 円まで 29,900 円

34 1,160,001 円から 1,200,000 円まで 31,200 円

35 1,200,001 円から 1,260,000 円まで 32,500 円

36 1,260,001 円から 1,320,000 円まで 34,500 円
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37 1,320,001 円から 1,380,000 円まで 36,500 円

38 1,380,001 円から 1,440,000 円まで 38,500 円

39 1,440,001 円から 1,500,000 円まで 40,500 円

40 1,500,001 円以上 （対象収入額－150 万円）×0.9÷12÷2＋
40,500 円  
（その額に 100 円未満の端数を生じたと

きは、これを切り捨てた額） 

備考 別表第１の備考第１項及び第３項の規定は、この表を適用する場合について準用する。 

 別表第４（第２条関係）

扶養義務者費用徴収額

税額等による階層区分 

徴収額（月額） 

療養介護、生活介護、自立訓練、宿泊型自

立訓練、就労移行支援又は就労継続支援の
措置を受ける場合 

A 被保護者等 0 円

B Ａ階層を除き当該年度分の市町村民税非課税の者 0 円

C1 Ａ階層及び
Ｂ階層を除
き前年分の

所得税非課
税の者 

当該年度分の市町村民税所得割非課
税（均等割のみ課税）の者 

1,100 円

C2 当該年度分の市町村民税所得割課税
の者 

1,600 円

D1 Ａ階層及び
Ｂ階層を除

き前年分の
所得税課税
の者 

所得税年額 15,000 円以下 2,200 円

D2 15,001 円から 40,000 円まで 3,300 円

D3 40,001 円から 70,000 円まで 4,600 円

D4 70,001 円から 183,000 円まで 7,200 円

D5 183,001 円から 403,000 円まで 10,300 円

D6 403,001 円から 703,000 円まで 13,500 円

D7 703,001 円から 1,078,000 円まで 17,100 円

D8 1,078,001 円から 1,632,000 円まで 21,200 円

D9 1,632,001 円から 2,303,000 円まで 25,700 円

D10 2,303,001 円から 3,117,000 円まで 30,600 円

D11 3,117,001 円から 4,173,000 円まで 35,900 円

D12 4,173,001 円から 5,334,000 円まで 41,600 円

D13 5,334,001 円から 6,674,000 円まで 47,800 円

D14 6,674,001 円以上 その月における被措置者に係る介護給付費
等基準額及び療養介護医療費基準額 

備考 

 １ この表において「療養介護医療費基準額」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に
支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０号）第４２条の２によって読み替えられた
支援法第５８条第３項に規定する指定療養介護医療につき健康保険の療養に要する費用の額の

算定方法の例により算定した額又は支援法第７０条第２項において準用する支援法第５８条第
４項に規定する厚生労働大臣の定めるところにより算定した額をいう。 

 ２ 別表第２の備考（第３項を除く。）の規定は、この表を適用する場合について準用する。こ

の場合において、別表第２の備考第２項の規定中「に係る介護給付費等基準額」とあるのは「
に係る介護給付費等基準額及び療養介護医療費基準額」と、「当該介護給付費等基準額」とあ
るのは「当該介護給付費等基準額及び当該療養介護医療費基準額」と読み替えるものとする。 

 別表第５（第２条関係）

被措置者及び扶養義務者費用徴収額

税額等による階層区分 上限月額 

徴収額 

居宅介護
又は行動
援護３０

重度訪問
介護３０
分当たり

短期入所
１日当た
り 

共同生活
援助１月
当たり 
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  分当たり

A 被保護者等 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

B Ａ階層を除き当該年度分の市町村民税非課
税の者 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

C1 Ａ階層
及びＢ

階層を
除き前
年分の

所得税
非課税
の者 

当該年度分の市町村民税所得割非課
税（均等割のみ課税）の者 

1,100 円 50 円 50 円 100 円 1,100 円

C2 当該年度分の市町村民税所得割課
税の者 

1,600 円 100 円 100 円 200 円 1,600 円

D1 Ａ階層

及びＢ
階層を
除き前

年分の
所得税
課税の

者 

所得税年額 15,000 円以下 2,200 円 150 円 150 円 300 円 2,200 円

D2 15,001 円から 40,000 円まで 3,300 円 200 円 200 円 400 円 3,300 円

D3 40,001 円から 70,000 円まで 4,600 円 250 円 250 円 600 円 4,600 円

D4 70,001 円から 183,000 円まで 7,200 円 300 円 300 円 1,000 円 7,200 円

D5 183,001 円から 403,000 円まで 10,300 円 400 円 400 円 1,400 円 10,300 円

D6 403,001 円から 703,000 円まで 13,500 円 500 円 500 円 1,800 円 13,500 円

D7 703,001 円から 1,078,000 円まで 17,100 円 600 円 600 円 2,300 円 17,100 円

D8 1,078,001 円から 1,632,000 円まで 21,200 円 800 円 800 円 2,800 円 21,200 円

D9 1,632,001 円から 2,303,000 円まで 25,700 円 1,000 円 1,000 円 3,400 円 25,700 円

D10 2,303,001 円から 3,117,000 円まで 30,600 円 1,200 円 1,200 円 4,100 円 30,600 円

D11 3,117,001 円から 4,173,000 円まで 35,900 円 1,400 円 1,400 円 4,800 円 35,900 円

D12 4,173,001 円から 5,334,000 円まで 41,600 円 1,600 円 1,600 円 5,500 円 41,600 円

D13 5,334,001 円から 6,674,000 円まで 47,800 円 1,900 円 1,900 円 6,400 円 47,800 円

D14 6,674,001 円以上 その月に

おける被
措置者に
係る介護

給付費等
基準額 

その月に

おける被
措置者に
係る介護

給付費等
基準額 

その月に

おける被
措置者に
係る介護

給付費等
基準額 

その月に

おける被
措置者に
係る介護

給付費等
基準額 

その月に

おける被
措置者に
係る介護

給付費等
基準額 

備考 
１ 行動援護について、所要時間が７時間３０分以上の場合の徴収額は、税額等による階層区分

に応じ、徴収額の欄に掲げる額に１６を乗じて得た額とする。 
２ 別表第２の備考（第３項を除く。）の規定は、この表を適用する場合について準用する。こ

の場合において、別表第２の備考第１項の規定中「被措置者の扶養義務者」とあるのは「被措

置者及びその扶養義務者」と、同表の備考第２項中「被措置者の扶養義務者」とあるのは「被
措置者及びその扶養義務者」と、「別表第１の規定により当該被措置者から費用を徴収する場
合には」とあるのは「この表の規定により当該被措置者から費用を徴収する場合の当該被措置

者の扶養義務者から徴収する額は」と読み替えるものとする。 
３ 前２項の規定にかかわらず、被措置者及びその扶養義務者の１月当たりの徴収額は、税額等

による階層区分に応じ、上限月額の欄に掲げる額を上限とする。 

第２条 北九州市知的障害者福祉措置費用徴収規則の一部を次のように改正す

る。

第２条第１項第３号中「同条第１５項」を「同条第１７項」に改める。

   付 則

 この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成３０年

４月１日から施行する。
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 北九州市子ども・子育て支援法施行細則の一部を改正する規則をここに公布

する。 

  平成３０年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市規則第２９号 

北九州市子ども・子育て支援法施行細則の一部を改正する規則 

 北九州市子ども・子育て支援法施行細則（平成２７年北九州市規則第２０号

）の一部を次のように改正する。 

 第８条第１項中「第２３条第３項各号」を「第２３条各号」に改める。 

 別表第１の３の項中「９，６００」を「５，６００」に改め、同表の４の項

中「１１，３００」を「７，３００」に改める。 

   付 則 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 
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北九州市児童福祉措置費等徴収規則の一部を改正する規則をここに公布する

。

平成３０年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市規則第３０号 

   北九州市児童福祉措置費等徴収規則の一部を改正する規則

第１条 北九州市児童福祉措置費等徴収規則（昭和４０年北九州市規則第７１

号）の一部を次のように改正する。

  第１条中「第５６条第３項」を「第５６条第２項」に改める。

別表第１の徴収額（月額）の欄中「、自立援助ホーム及び母子生活支援施

設」を「、母子生活支援施設、児童自立支援施設通所部、児童心理治療施設

通所部及び自立援助ホーム」に改め、同表のＣ １ 及びＣ ２ の項中「Ｂ階層を

除く前年分の所得税非課税世帯」を「Ｄ階層を除く当該年度分の市町村民税

課税世帯」に改め、同表の備考第１項を削り、同表の備考第２項を同表の備

考第１項とし、同表の備考第３項を同表の備考第２項とし、同表の備考第４

項を同表の備考第３項とし、同項の次に次の１項を加える。

４ 里親又は小規模住居型児童養育事業を行う者に委託されている児童及び

児童養護施設又は母子生活支援施設に入所している児童が、児童自立支援

施設又は児童心理治療施設へ通所する場合の通所に係る徴収額は０円とす

る。

別表第１の備考第９項中「第５条の４の２第５項」を「第５条の４の２第

６項」に改め、同表の備考第１０項中「第２項及び第６項」を「第２項、第

６項及び第２５項」に、「第１２条並びに」を「第１２条、」に改め、「第

６０条第１項」の次に「並びに所得税法等の一部を改正する法律（平成２８

年法律第１５号）附則第７６条第１項、第７７条第１項及び第２項、第８０

条、第８１条並びに第８２条第１項」を加え、同表の注書中「、児童自立支

援施設、情緒障害児短期治療施設」を「、指定発達支援医療機関（入所に限

る 。）、 児童自立支援施設（通所部を除く 。）、 児童心理治療施設（通所部

を除く 。）」 に改める。

別表第３の備考第３項を次のように改める。 

３ 同一の者が２人以上の被措置者の主たる扶養義務者となる場合及び複数

の障害児通所支援（法第６条の２の２第１項に規定する障害児通所支援を

いう。以下同じ。）又は障害福祉サービス（障害者総合支援法第５条に規

定する障害福祉サービスをいう。）に係る措置を受けることにより、この

表の階層区分に応じた徴収額を超える被措置者の措置に要する費用が発生
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する場合には、この表の階層区分に応じた徴収額を上限とする。

  別表第３の備考第５項を同表の備考第７項とし、同表の備考第４項の次に

次の２項を加える。 

５ Ｃ １ 及びＣ ２ 並びにＤ １ からＤ １ ４ までの税額等による階層区分の者で

あって、小学校就学前児童（障害児通所支援に係る小学校就学の始期に達

するまでの障害児又は幼稚園、特別支援学校の幼稚部、保育所、児童心理

治療施設若しくは認定こども園に通い、在学し、若しくは在籍する小学校

就学の始期に達するまでの児童をいう。以下同じ。）が２人以上いる障害

児の扶養義務者にあっては、次表の第１欄に掲げる障害児の区分に応じ、

同表の第２欄に掲げる額を当該扶養義務者の障害児１人当たりの徴収額と

する（次項に該当する場合を除く 。）。 

      第１欄       第２欄

障害児（小学校就学前児童である

ものを除く。）及び小学校就学前

最年長児童（扶養義務者の小学校

就学前児童のうち最年長者をいう

。以下同じ。）である障害児

徴収額の欄に定める額

扶養義務者の小学校就学前児童で

ある障害児（小学校就学前最年長

児童を除く小学校就学前児童のう

ち最年長者である障害児に限る。

）

徴収額の欄に定める額に２分の１

を乗じて得た額

上記以外の障害児 ０円

６ Ｃ ２ 及びＤ １ からＤ １ ４ までの税額等による階層区分の者のうち、負担

額算定基準者（扶養義務者の児童、当該扶養義務者の児童であった者及び

当該扶養義務者又はその配偶者の直系卑属（当該扶養義務者の児童及び当

該扶養義務者の児童であった者を除く。）（当該扶養義務者と生計を一に

する者に限る。）をいう。以下同じ。）が２人以上いる扶養義務者であっ

て、当該扶養義務者及び当該扶養義務者と同一の世帯に属する者について

やむを得ない事由による措置を行った月の属する年度（やむを得ない事由

による措置を行った月が４月から６月までの場合にあっては、前年度）分

の児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）第２４条第４号に規定さ

れた市町村民税の所得割の額を合算した額が７７，１０１円未満であるも
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のにあっては、次表の第１欄に掲げる障害児の区分に応じ、同表の第２欄

に掲げる額を当該扶養義務者の障害児１人当たりの徴収額とする。

      第１欄       第２欄

扶養義務者の障害児（小学校就学

前負担額算定基準者（負担額算定

基準者のうち小学校就学の始期に

達するまでのものをいう。以下同

じ。）であるものを除く。）

徴収額の欄に定める額

扶養義務者の小学校就学前最年長 徴収額の欄に定める額

負担額算定基準者（小学校就学前

負担額算定基準者のうち最年長者

をいう。以下同じ。）である障害

児（全ての負担額算定基準者が小

学校就学前負担額算定基準者であ

る場合に限る。）

扶養義務者の小学校就学前最年長

負担額算定基準者である障害児（

負担額算定基準者のうち小学校就

学前負担額算定基準者以外の者が

１人のみである場合に限る。）

徴収額の欄に定める額に２分の１

を乗じて得た額

扶養義務者の小学校就学前負担額

算定基準者である障害児（小学校

就学前最年長負担額算定基準者を

除く小学校就学前負担額算定基準

者のうち最年長者である障害児に

限る。）（全ての負担額算定基準

者が小学校就学前負担額算定基準

者である場合に限る。）

徴収額の欄に定める額に２分の１

を乗じて得た額

上記以外の障害児 ０円

第１号様式中「及び第３項」を削る。 

第２条 北九州市児童福祉措置費等徴収規則の一部を次のように改正する。

別表第１の備考第３項第２号中「第２１条の５の２８第１項」を「第２１

条の５の２９第１項」に改める。 

付 則 
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この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成３０年

４月１日から施行する。 

3838



北九州市告示第１０６－３号

 北九州市が管理する港湾施設の概要（昭和５８年北九州市告示第７８－１０

号）の一部を次のように改正する。

  平成３０年３月３０日

                    北九州市長 北 橋 健 治

６ 荷さばき施設の荷さばき地の表の小倉の項中

改める。

９ 船舶役務用施設の船舶給水施設の表の小倉の項中

改める。

「

を

」

高浜１号物揚場

荷さばき地

小倉北区末広二丁目 ３，２３１．３１ ２級

「

に

」

高浜１号物揚場

荷さばき地

小倉北区末広二丁目 ３，１７７．７１ ２級

「

 を

」

末広岸壁給水施設 小倉北区末広一丁目 １５３．１８ ３

砂津西部１・２号

岸壁給水施設

小倉北区浅野三丁目 ３０７．５０ ５

浅野２号岸壁給水

施設

小倉北区浅野三丁目 ５３．８７ ２

「

に

」

浅野２号岸壁給水

施設

小倉北区浅野三丁目 ５３．８７ ２
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１４ 港湾施設用地の倉庫敷の表の小倉の項中

改める。

「

高浜倉庫敷 小倉北区末広二丁目 １，４８７．６１

「

高浜１号倉庫敷 小倉北区末広二丁目 １，４８７．６１

高浜２号倉庫敷 小倉北区末広二丁目 ５３．６０

「

日明１９号倉庫敷 小倉北区西港町 １，４７２．３３

日明２３号倉庫敷 小倉北区西港町 ３，３５０．４１

「

日明１９号倉庫敷 小倉北区西港町 １，４７２．３３

を

に、

」

」

に

を

」

」
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工事名 廃棄物響灘東（北）護岸工事（２９－４）
工事場所 北九州市若松区響町二丁目地先
工事内容 基礎工　１３，２８０立方メートル　ほか
工期 請負契約締結の日から平成３０年１２月３１日まで
予定価格 ３億１，８０４万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式

適用する。

受発注者間情
報共有システ
ム

試行対象としない。

登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 港湾工事（希望順位を問わない。）
等級（注２） Ａ

指数
平成２９・３０年度北九州市建設工事入札参加資格審査申請の際に提出した経営規模等評価結
果通知書総合評定値通知書の「建設工事の種類」「０１０土木一式」の「総合評定値（Ｐ）」
が１，２００点未満であること。

許可 土木工事業について特定建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

実績

平成２５年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２５０万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の港湾
工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争入札で参加資格有り
と認めたものも含む。）又は契約の実績があること。

（１）　競争参加資格確認申請書の提出期限の日において、本市が平成２９年度又は平成３０
  年度に発注した予定価格（注４）６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む
  。）の港湾工事又はしゅんせつ工事を単体又は共同企業体の構成員として施工中（受発注者
　間情報共有システム試行対象工事を落札した者で契約手続中のものを含む。）でないこと。
　ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。
　ア　北九州市技術監理局契約部が優良業者認定基準に基づき認定した港湾工事の優良業者で
　　あるとき。
　イ　工事の施工の一時中止（注５）に係る通知を受けている場合において、当該工事中止期
　　間中であるとき。
　ウ　当該施工中の工事について、賃金又は物価等の変動に基づく契約金額の変更（注６）を
　　協議（注７）するため工期を延長した場合において、競争参加資格確認申請書の提出期限
　　の日が当該工期の延長に係る期間中のものであるとき。
（２）　本市が発注した予定価格６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。
　）の港湾工事又はしゅんせつ工事で平成３０年４月２日から本件開札日までの間に開札する
　ものの落札者（共同企業体の構成員を含む。）でないこと。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係
が３箇月以上経過していることをいう。）にある者に限る。）を専任で配置することができる
こと。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

期間
この公告の日から本件開札日まで（注８）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間

場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
日時 平成３０年５月１５日　午前９時
最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規則第２５条第７項第１号又は第２号のい
ずれかに該当する場合は、免除する。

北九州市公告第２０６号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

　　平成３０年４月４日
。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり公告する。
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市長　北　橋　健　治

１　工事概要

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

６　開札の場
　所及び日時

７　入札及び
　契約に関す
　る条件

（１）　平成３０年４月１９日及び同月２０日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成３０年４月２３日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この公告の日から平成３０年４月９日まで（注８）の毎日午前９時から午後４時３０分まで
（２）　平成３０年４月１０日　午前９時から正午まで

契約保証金

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

手持工事等
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注１　北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第５９号）第７条第１項に

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務

９　その他

　規定する有資格業者名簿をいう。

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

　）とする。

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下
　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業
　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務
　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務

（４）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。

　約款第２５条第７項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条第７項）に規定する協

　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

　をいう。

注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。

注８　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７
　議をいう。

注４　合併入札を行った工事については、合併入札時の予定価格をいう。
注５　北九州市工事請負契約約款第２０条（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約約款第
　２０条、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２０条）に規定する工事の施工の一時中止

注６　北九州市工事請負契約約款第２５条第５項及び第６項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工

注７　北九州市工事請負契約約款第２５条第７項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約
　第５項及び第６項）に規定する契約金額の変更をいう。
　事請負契約約款第２５条第５項及び第６項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札

８　入札の無
　効

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札

　次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

（３）　契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札
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工事名 廃棄物響灘東（北）護岸工事（２９－３）
工事場所 北九州市若松区響町二丁目地先
工事内容 基礎工　１１，５１０立方メートル　ほか
工期 請負契約締結の日から平成３０年１２月３１日まで
予定価格 ２億８，９０３万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式

適用する。

受発注者間情
報共有システ
ム

試行対象としない。

登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 港湾工事（希望順位を問わない。）
等級（注２） Ａ

指数
平成２９・３０年度北九州市建設工事入札参加資格審査申請の際に提出した経営規模等評価結
果通知書総合評定値通知書の「建設工事の種類」「０１０土木一式」の「総合評定値（Ｐ）」
が１，２００点未満であること。

許可 土木工事業について特定建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

実績

平成２５年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２５０万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の港湾
工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争入札で参加資格有り
と認めたものも含む。）又は契約の実績があること。

（１）　競争参加資格確認申請書の提出期限の日において、本市が平成２９年度又は平成３０
  年度に発注した予定価格（注４）６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む
  。）の港湾工事又はしゅんせつ工事を単体又は共同企業体の構成員として施工中（受発注者
　間情報共有システム試行対象工事を落札した者で契約手続中のものを含む。）でないこと。
　ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。
　ア　北九州市技術監理局契約部が優良業者認定基準に基づき認定した港湾工事の優良業者で
　　あるとき。
　イ　工事の施工の一時中止（注５）に係る通知を受けている場合において、当該工事中止期
　　間中であるとき。
　ウ　当該施工中の工事について、賃金又は物価等の変動に基づく契約金額の変更（注６）を
　　協議（注７）するため工期を延長した場合において、競争参加資格確認申請書の提出期限
　　の日が当該工期の延長に係る期間中のものであるとき。
（２）　本市が発注した予定価格６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。
　）の港湾工事又はしゅんせつ工事で平成３０年４月２日から本件開札日までの間に開札する
　ものの落札者（共同企業体の構成員を含む。）でないこと。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係
が３箇月以上経過していることをいう。）にある者に限る。）を専任で配置することができる
こと。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

期間
この公告の日から本件開札日まで（注８）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間

場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
日時 平成３０年５月１５日　午前９時１０分
最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規則第２５条第７項第１号又は第２号のい
ずれかに該当する場合は、免除する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市長　北　橋　健　治

１　工事概要

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

６　開札の場
　所及び日時

７　入札及び
　契約に関す
　る条件

（１）　平成３０年４月１９日及び同月２０日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成３０年４月２３日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この公告の日から平成３０年４月９日まで（注８）の毎日午前９時から午後４時３０分まで
（２）　平成３０年４月１０日　午前９時から正午まで

契約保証金

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

手持工事等

北九州市公告第２０７号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

　　平成３０年４月４日
。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり公告する。
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号
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（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札

８　入札の無
　効

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札

　次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

（３）　契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札

　約款第２５条第７項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条第７項）に規定する協

　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

　をいう。

注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。

注８　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７
　議をいう。

注４　合併入札を行った工事については、合併入札時の予定価格をいう。
注５　北九州市工事請負契約約款第２０条（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約約款第
　２０条、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２０条）に規定する工事の施工の一時中止

注６　北九州市工事請負契約約款第２５条第５項及び第６項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工

注７　北九州市工事請負契約約款第２５条第７項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約
　第５項及び第６項）に規定する契約金額の変更をいう。
　事請負契約約款第２５条第５項及び第６項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条

注１　北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第５９号）第７条第１項に

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務

９　その他

　規定する有資格業者名簿をいう。

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

　）とする。

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下
　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業
　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務
　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務

（４）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。
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工事名 廃棄物響灘東（北）護岸工事（２９－２）
工事場所 北九州市若松区響町二丁目地先
工事内容 基礎工　１１，５１０立方メートル　ほか
工期 請負契約締結の日から平成３０年１２月３１日まで
予定価格 ２億７，６４３万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式

適用する。

受発注者間情
報共有システ
ム

試行対象としない。

登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 港湾工事（希望順位を問わない。）
等級（注２） Ａ

指数
平成２９・３０年度北九州市建設工事入札参加資格審査申請の際に提出した経営規模等評価結
果通知書総合評定値通知書の「建設工事の種類」「０１０土木一式」の「総合評定値（Ｐ）」
が１，２００点未満であること。

許可 土木工事業について特定建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

実績

平成２５年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２５０万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の港湾
工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争入札で参加資格有り
と認めたものも含む。）又は契約の実績があること。

（１）　競争参加資格確認申請書の提出期限の日において、本市が平成２９年度又は平成３０
  年度に発注した予定価格（注４）６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む
  。）の港湾工事又はしゅんせつ工事を単体又は共同企業体の構成員として施工中（受発注者
　間情報共有システム試行対象工事を落札した者で契約手続中のものを含む。）でないこと。
　ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。
　ア　北九州市技術監理局契約部が優良業者認定基準に基づき認定した港湾工事の優良業者で
　　あるとき。
　イ　工事の施工の一時中止（注５）に係る通知を受けている場合において、当該工事中止期
　　間中であるとき。
　ウ　当該施工中の工事について、賃金又は物価等の変動に基づく契約金額の変更（注６）を
　　協議（注７）するため工期を延長した場合において、競争参加資格確認申請書の提出期限
　　の日が当該工期の延長に係る期間中のものであるとき。
（２）　本市が発注した予定価格６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。
　）の港湾工事又はしゅんせつ工事で平成３０年４月２日から本件開札日までの間に開札する
　ものの落札者（共同企業体の構成員を含む。）でないこと。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係
が３箇月以上経過していることをいう。）にある者に限る。）を専任で配置することができる
こと。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

期間
この公告の日から本件開札日まで（注８）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間

場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
日時 平成３０年５月１５日　午前９時２０分
最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規則第２５条第７項第１号又は第２号のい
ずれかに該当する場合は、免除する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市長　北　橋　健　治

１　工事概要

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

６　開札の場
　所及び日時

７　入札及び
　契約に関す
　る条件

（１）　平成３０年４月１９日及び同月２０日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成３０年４月２３日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この公告の日から平成３０年４月９日まで（注８）の毎日午前９時から午後４時３０分まで
（２）　平成３０年４月１０日　午前９時から正午まで

契約保証金

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

手持工事等

北九州市公告第２０８号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

　　平成３０年４月４日
。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり公告する。
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号
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（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札

８　入札の無
　効

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札

　次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

（３）　契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札

　約款第２５条第７項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条第７項）に規定する協

　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

　をいう。

注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。

注８　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７
　議をいう。

注４　合併入札を行った工事については、合併入札時の予定価格をいう。
注５　北九州市工事請負契約約款第２０条（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約約款第
　２０条、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２０条）に規定する工事の施工の一時中止

注６　北九州市工事請負契約約款第２５条第５項及び第６項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工

注７　北九州市工事請負契約約款第２５条第７項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約
　第５項及び第６項）に規定する契約金額の変更をいう。
　事請負契約約款第２５条第５項及び第６項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条

注１　北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第５９号）第７条第１項に

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務

９　その他

　規定する有資格業者名簿をいう。

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

　）とする。

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下
　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業
　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務
　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務

（４）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。
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工事名 廃棄物響灘東（西）護岸工事（２９）
工事場所 北九州市若松区響町二丁目地先
工事内容 基礎工　６，６２４立方メートル　ほか
工期 請負契約締結の日から平成３０年１２月３１日まで
予定価格 ２億５，７７９万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式

適用する。

受発注者間情
報共有システ
ム

試行対象としない。

登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 港湾工事（希望順位を問わない。）
等級（注２） Ａ

指数
平成２９・３０年度北九州市建設工事入札参加資格審査申請の際に提出した経営規模等評価結
果通知書総合評定値通知書の「建設工事の種類」「０１０土木一式」の「総合評定値（Ｐ）」
が１，２００点未満であること。

許可 土木工事業について特定建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

実績

平成２５年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２５０万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の港湾
工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争入札で参加資格有り
と認めたものも含む。）又は契約の実績があること。

（１）　競争参加資格確認申請書の提出期限の日において、本市が平成２９年度又は平成３０
  年度に発注した予定価格（注４）６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む
  。）の港湾工事又はしゅんせつ工事を単体又は共同企業体の構成員として施工中（受発注者
　間情報共有システム試行対象工事を落札した者で契約手続中のものを含む。）でないこと。
　ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。
　ア　北九州市技術監理局契約部が優良業者認定基準に基づき認定した港湾工事の優良業者で
　　あるとき。
　イ　工事の施工の一時中止（注５）に係る通知を受けている場合において、当該工事中止期
　　間中であるとき。
　ウ　当該施工中の工事について、賃金又は物価等の変動に基づく契約金額の変更（注６）を
　　協議（注７）するため工期を延長した場合において、競争参加資格確認申請書の提出期限
　　の日が当該工期の延長に係る期間中のものであるとき。
（２）　本市が発注した予定価格６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。
　）の港湾工事又はしゅんせつ工事で平成３０年４月２日から本件開札日までの間に開札する
　ものの落札者（共同企業体の構成員を含む。）でないこと。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係
が３箇月以上経過していることをいう。）にある者に限る。）を専任で配置することができる
こと。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

期間
この公告の日から本件開札日まで（注８）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間

場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
日時 平成３０年５月１５日　午前９時３０分
最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規則第２５条第７項第１号又は第２号のい
ずれかに該当する場合は、免除する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市長　北　橋　健　治

１　工事概要

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

６　開札の場
　所及び日時

７　入札及び
　契約に関す
　る条件

（１）　平成３０年４月１９日及び同月２０日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成３０年４月２３日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この公告の日から平成３０年４月９日まで（注８）の毎日午前９時から午後４時３０分まで
（２）　平成３０年４月１０日　午前９時から正午まで

契約保証金

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

手持工事等

北九州市公告第２０９号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

　　平成３０年４月４日
。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり公告する。
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号
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（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札

８　入札の無
　効

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札

　次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

（３）　契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札

　約款第２５条第７項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条第７項）に規定する協

　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

　をいう。

注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。

注８　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７
　議をいう。

注４　合併入札を行った工事については、合併入札時の予定価格をいう。
注５　北九州市工事請負契約約款第２０条（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約約款第
　２０条、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２０条）に規定する工事の施工の一時中止

注６　北九州市工事請負契約約款第２５条第５項及び第６項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工

注７　北九州市工事請負契約約款第２５条第７項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約
　第５項及び第６項）に規定する契約金額の変更をいう。
　事請負契約約款第２５条第５項及び第６項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条

注１　北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第５９号）第７条第１項に

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務

９　その他

　規定する有資格業者名簿をいう。

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

　）とする。

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下
　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業
　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務
　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務

（４）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。
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工事名 廃棄物響灘東（西）護岸工事（２９－２）
工事場所 北九州市若松区響町二丁目地先
工事内容 基礎工　８，８６３立方メートル　ほか
工期 請負契約締結の日から平成３０年１２月３１日まで
予定価格 ２億５，２５５万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式

適用する。

受発注者間情
報共有システ
ム

試行対象としない。

登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 港湾工事（希望順位を問わない。）
等級（注２） Ａ

指数
平成２９・３０年度北九州市建設工事入札参加資格審査申請の際に提出した経営規模等評価結
果通知書総合評定値通知書の「建設工事の種類」「０１０土木一式」の「総合評定値（Ｐ）」
が１，２００点未満であること。

許可 土木工事業について特定建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

実績

平成２５年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２５０万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の港湾
工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争入札で参加資格有り
と認めたものも含む。）又は契約の実績があること。

（１）　競争参加資格確認申請書の提出期限の日において、本市が平成２９年度又は平成３０
  年度に発注した予定価格（注４）６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む
  。）の港湾工事又はしゅんせつ工事を単体又は共同企業体の構成員として施工中（受発注者
　間情報共有システム試行対象工事を落札した者で契約手続中のものを含む。）でないこと。
　ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。
　ア　北九州市技術監理局契約部が優良業者認定基準に基づき認定した港湾工事の優良業者で
　　あるとき。
　イ　工事の施工の一時中止（注５）に係る通知を受けている場合において、当該工事中止期
　　間中であるとき。
　ウ　当該施工中の工事について、賃金又は物価等の変動に基づく契約金額の変更（注６）を
　　協議（注７）するため工期を延長した場合において、競争参加資格確認申請書の提出期限
　　の日が当該工期の延長に係る期間中のものであるとき。
（２）　本市が発注した予定価格６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。
　）の港湾工事又はしゅんせつ工事で平成３０年４月２日から本件開札日までの間に開札する
　ものの落札者（共同企業体の構成員を含む。）でないこと。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係
が３箇月以上経過していることをいう。）にある者に限る。）を専任で配置することができる
こと。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

期間
この公告の日から本件開札日まで（注８）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間

場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
日時 平成３０年５月１５日　午前９時４０分
最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規則第２５条第７項第１号又は第２号のい
ずれかに該当する場合は、免除する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市長　北　橋　健　治

１　工事概要

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

６　開札の場
　所及び日時

７　入札及び
　契約に関す
　る条件

（１）　平成３０年４月１９日及び同月２０日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成３０年４月２３日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この公告の日から平成３０年４月９日まで（注８）の毎日午前９時から午後４時３０分まで
（２）　平成３０年４月１０日　午前９時から正午まで

契約保証金

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

手持工事等

北九州市公告第２１０号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

　　平成３０年４月４日
。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり公告する。
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号
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（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札

８　入札の無
　効

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札

　次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

（３）　契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札

　約款第２５条第７項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条第７項）に規定する協

　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

　をいう。

注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。

注８　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７
　議をいう。

注４　合併入札を行った工事については、合併入札時の予定価格をいう。
注５　北九州市工事請負契約約款第２０条（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約約款第
　２０条、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２０条）に規定する工事の施工の一時中止

注６　北九州市工事請負契約約款第２５条第５項及び第６項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工

注７　北九州市工事請負契約約款第２５条第７項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約
　第５項及び第６項）に規定する契約金額の変更をいう。
　事請負契約約款第２５条第５項及び第６項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条

注１　北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第５９号）第７条第１項に

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務

９　その他

　規定する有資格業者名簿をいう。

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

　）とする。

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下
　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業
　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務
　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務

（４）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。
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北九州市訓令第３号

                             庁中一般  

北九州市副市長以下専決規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成３０年３月３０日

北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市副市長以下専決規程等の一部を改正する訓令

（北九州市副市長以下専決規程の一部改正）

第１条 北九州市副市長以下専決規程（昭和４３年北九州市訓令第１０号）の

一部を次のように改正する。

  第３条第１項中「別表第２（」の次に「総合保健福祉センター担当部長を

除き、」を、「保健所担当部長」の次に「並びに介護サービス担当課長及び

業務担当課長」を、「除き」の次に「、市民センター整備担当課長及びスポ

ーツ施設担当課長にあっては別表第２の１の表及び別表第２の２の表を除き

」を加える。

                          「国際スポーツ大会

                           総合保健福祉セン

 推進室長     「公営企業設置準備室長

 ター担当部長」   まちづくり推進室長 」

                                「市民

 進室長」に改め、同表の課長の欄中「大規模大会誘致推進室次長」を スポ

                                 国際

                                  「

「臨時福祉給付金室長          

                認知症支援・介護予防センター所長」  

 精神保健福祉センター所長

認知症支援・介護予防センター所長

難病相談支援センター所長

介護サービス担当課長      」

                 「空き家活用推進室長

                  業務担当課長   」

   「消防航空隊長

    子ども図書館準備室長」

  別表第２の１の表の課長専決事項の欄第９号中「２００万円」を「２５０

万円」に改め、「（変更後の請負金額が２５０万円以下のものに限る。）」

別表第１の部長の欄中「大規模大会誘致推進室長」を

に、            を「エネルギー産業拠点化推

センター整備担当課長

ーツ施設担当課長    に、                  を

スポーツ大会推進室次長」

に改め、「公営企業設置準備室次長」

を削り、「空き家対策推進室長」を           に、「消防航空

隊長」を            に改める。
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を削る。

  別表第２の４の表の契約担当課の課長の項第２号中「２００万円」を「２

５０万円」に改め、「（変更後の請負金額が２５０万円以下のものに限る。

）」を削る。

  別表第３の２の表の広報課長の項の次に次のように加える。

広聴課長 （１） 広聴刊行物の発行

（２） 市政モニター

  別表第３の６の表の広聴課長の項を削る。

  別表第３の７の表の局長の項に次の４号を加える。

  （９０） 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５

０号）の規定による指定医療機関の指定の取消し等及び勧告、命令等

  （９１） 難病の患者に対する医療等に関する法律の規定による不正利得

の徴収

  （９２） 難病の患者に対する医療等に関する法律の規定による指定難病

患者等に対する命令等

  （９３） 難病の患者に対する医療等に関する法律施行規則（平成２６年

厚生労働省令第１２１号）の規定による指定医の指定の取消し

  別表第３の７の表の総務部長の項の次に次のように加える。

総合保健福祉セ

ンター担当部長

（１） 難病の患者に対する医療等に関する法律

の規定による支給認定の取消し

（２） 難病の患者に対する医療等に関する法律

の規定による指定医療機関の指定及び指定の更

新

（３） 難病の患者に対する医療等に関する法律

の規定による指定医療機関の公示

（４） 難病の患者に対する医療等に関する法律

の規定による特定医療費の審査及び支払

（５） 難病の患者に対する医療等に関する法律

施行規則の規定による指定医の指定及び指定の

更新

（６） 難病の患者に対する医療等に関する法律

施行規則の規定による指定医の公表

  別表第３の７の表の障害福祉部長の項に次の４号を加える。

  （９） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第
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５４条第１項の規定による自立支援医療（障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律施行令第１条の２第３号に規定する精

神通院医療に限る。）の支給認定

  （１０） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の規定による精神障

害者保健福祉手帳の交付等

  （１１） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の規定による精神科

病院の管理者に対する退院命令、報告徴収、改善命令等

  （１２） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の規定による医療保

護入院に係る同意等

  別表第３の７の表の健康医療部長の項中第５号を削り、第６号を第５号と

し、第７号から第１８号までを１号ずつ繰り上げ、同表の保健所担当部長の

項中第１号から第４号までを削り、第５号を第１号とし、第６号から第５６

号までを４号ずつ繰り上げ、同項の次に次のように加える。

精神保健福祉セ

ンター所長

（１） １件１００万円以下の薬品の購入の契約

及び検収

（２） １件３０万円以下の医療用機器材の購入

、修繕等の契約及び検収

難病相談支援セ

ンター所長

（１） 難病の患者に対する医療等に関する法律

の規定による支給認定及び支給認定の変更

  別表第３の７の表の介護保険課長の項第２号から第４号までを削り、同項

の次に次のように加える。

介護サービス担

当課長

（１） 介護保険法の規定による指定居宅サービ

ス事業者及び指定介護予防サービス事業者（指

定特定施設入居者生活介護事業者及び指定介護

予防特定施設入居者生活介護事業者を除く。）

の指定の更新

（２） 介護保険法の規定による指定地域密着型

サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サ

ービス事業者の指定の更新（公募に係るものを

除く。）

（３） 介護保険法の規定による指定居宅介護支

援事業者及び指定介護予防支援事業者の指定の

更新
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  別表第３の１０の表の事業部長の項を削る。

  別表第３の１２の表の指導部長の項中「指導部長」を「計画部長」に改め

、同項第８号中「第１２条第１項」を「第１３条第１項」に改め、同項第９

号中「第１５条第２項」を「第１６条第２項」に改め、同表の整備部長の項

中「整備部長」を「まちづくり推進部長」に改め、同表の宅地指導課長の項

中「宅地指導課長」を「開発指導課長」に改める。

  別表第３の１３の表の港営課長の項中「港営課長」の次に「及び業務担当

課長」を加える。

  別表第３の１４の表の予防部長の項中第５７号を第１０１号とし、第４８

号から第５６号までを４４号ずつ繰り下げ、第４７号の次に次の４４号を加

える。

  （４８） 高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号）第５条第１項の

規定による製造の許可

  （４９） 高圧ガス保安法第９条の規定による製造の許可の取消し

（５０） 高圧ガス保安法第１１条第３項の規定による製造のための施設

又は製造の方法の技術上の基準適合の命令

（５１） 高圧ガス保安法第１２条第３項の規定による製造のための施設

又は製造の方法の技術上の基準適合の命令

（５２） 高圧ガス保安法第１４条第１項の規定による製造のための施設

等の変更の許可

（５３） 高圧ガス保安法第１５条第２項の規定による貯蔵の技術上の基

準適合の命令

（５４） 高圧ガス保安法第１６条第１項の規定による第一種貯蔵所の設

置の許可

（５５） 高圧ガス保安法第１８条第３項の規定による第一種貯蔵所又は

第二種貯蔵所の技術上の基準適合の命令

（５６） 高圧ガス保安法第１９条第１項の規定による第一種貯蔵所の変

更の許可

（５７） 高圧ガス保安法第２０条第１項の規定による製造のための施設

又は第一種貯蔵所の設置の工事の完成検査

（５８） 高圧ガス保安法第２０条第３項の規定による製造のための施設

又は第一種貯蔵所の特定変更工事の完成検査

（５９） 高圧ガス保安法第２０条の５第２項の規定による販売業者等へ

の勧告

（６０） 高圧ガス保安法第２０条の５第３項の規定による販売業者等の
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公表

（６１） 高圧ガス保安法第２０条の６第２項の規定による販売の方法の

技術上の基準適合の命令

（６２） 高圧ガス保安法第２２条第１項の規定による高圧ガス及びその

容器の輸入検査

（６３） 高圧ガス保安法第２２条第３項の規定による輸入された高圧ガ

ス及びその容器の廃棄その他の必要な措置の命令

（６４） 高圧ガス保安法第２４条の３第３項の規定による特定高圧ガス

の消費のための施設又は消費の方法の技術上の基準適合の命令

（６５） 高圧ガス保安法第２６条第２項の規定による危害予防規程の変

更の命令

（６６） 高圧ガス保安法第２６条第４項の規定による危害予防規程の遵

守の命令又は勧告

（６７） 高圧ガス保安法第２７条第２項の規定による保安教育計画の変

更の命令

（６８） 高圧ガス保安法第２７条第５項の規定による保安教育計画の実

行等の勧告

（６９） 高圧ガス保安法第３４条の規定による保安統括者等若しくはそ

の代理者、販売主任者又は取扱主任者の解任の命令

（７０） 高圧ガス保安法第３５条第１項の規定による特定施設の保安検

査

（７１） 高圧ガス保安法第３８条第１項の規定による製造若しくは貯蔵

所の設置の許可の取消し又は製造若しくは貯蔵の停止の命令

（７２） 高圧ガス保安法第３８条第２項の規定による製造等の停止の命

令

（７３） 高圧ガス保安法第３９条の規定による緊急措置の命令

（７４） 高圧ガス保安法第４１条第２項の規定による容器製造の方法の

技術上の基準適合の命令

（７５） 高圧ガス保安法第４４条第１項の規定による容器の検査

（７６） 高圧ガス保安法第４８条第５項の規定による容器への充 の許

可

（７７） 高圧ガス保安法第４９条第１項の規定による容器の再検査

（７８） 高圧ガス保安法第４９条の２第１項の規定による附属品の検査

（７９） 高圧ガス保安法第４９条の４第１項の規定による附属品の再検

査
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（８０） 高圧ガス保安法第４９条の３０の規定による災害の拡大防止措

置の命令

（８１） 高圧ガス保安法第４９条の３５の規定による災害の拡大防止措

置の命令

（８２） 高圧ガス保安法第５０条第３項の規定による容器検査所の登録

又はその更新

（８３） 高圧ガス保安法第５０条第４項の規定による容器又は附属品の

種類の制限

（８４） 高圧ガス保安法第５２条第４項の規定による検査主任者の解任

の命令

（８５） 高圧ガス保安法第５３条の規定による容器検査所の登録の取消

し又は一定期間の再検査停止の命令

（８６） 高圧ガス保安法第５４条第２項の規定による容器の規格適合の

確認

（８７） 高圧ガス保安法第５６条第１項の規定による検査不合格容器の

くず化等の命令

（８８） 高圧ガス保安法第５６条第４項の規定による検査不合格附属品

のくず化等の命令

（８９） 高圧ガス保安法第６１条第１項の規定による第一種製造者等の

業務についての報告の徴収

（９０） 高圧ガス保安法第６２条第１項の規定による立入検査等

（９１） 高圧ガス保安法第６３条第２項の規定による災害発生時の報告

の命令

  別表第３の１４の表の規制課長の項中第１４号を第２０号とし、第１３号

を第１９号とし、第１２号を第１８号とし、第１１号の次に次の６号を加え

る。

  （１２） 高圧ガス保安法第５６条の４第３項の規定による経済産業大臣

への特定設備検査合格証の再交付の申請

（１３） 高圧ガス保安法第５６条の６の１４第４項の規定による経済産

業大臣への特定設備基準適合証の再交付の申請

（１４） 高圧ガス保安法第５６条の８第３項の規定による経済産業大臣

への指定設備認定証の再交付の申請

（１５） 高圧ガス保安法第６４条の規定による災害発生後の現状の変更

禁止の指示

（１６） 高圧ガス保安法第７４条第１項の規定による公安委員会等への

5656



通報

（１７） 高圧ガス保安法第７４条第４項の規定による経済産業大臣への

報告

  別表第３の１５の表の小学校、中学校及び特別支援学校の校長並びに幼稚

園の園長の項第１号を次のように改める。

  （１） １件２０万円以下の報償費の執行

  別表第３の１５の表の小学校、中学校及び特別支援学校の校長並びに幼稚

園の園長の項中第１１号を第１２号とし、第２号から第１０号までを１号ず

つ繰り下げ、第１号の次に次の１号を加える。

  （２） 職員以外の者の公務の遂行を補助するための旅行に係る旅費の執

行

（北九州市区長以下専決規程の一部改正）

第２条 北九州市区長以下専決規程（昭和４３年北九州市訓令第１１号）の一

部を次のように改正する。

  第２条第５号中「保健福祉・相談担当課長」の次に「及び保健福祉・相談

担当主幹」を加える。

  第３条中「（保健福祉・相談担当課長にあっては、別表第１を除く。）」

を削る。

  別表第１の１の表の課長専決事項の欄第９号中「２００万円」を「２５０

万円」に改め、「（変更後の請負金額が２５０万円以下のものに限る。）」

を削る。

  別表第２の保健福祉担当部長の項中第８号を削り、第９号を第８号とし、

第１０号を第９号とし、同号の次に次の１号を加える。

  （１０） 北九州市重度障害者医療費支給要綱（昭和４９年北九州市告示

第２３１号）の規定による不正利得の返還

  別表第２の保健福祉担当部長の項中第１１号及び第１２号を削り、第１３

号を第１１号とし、第１４号を第１２号とし、同項第１５号中「療育手帳」

の次に「の返還命令」を加え、同号を同項第１３号とし、同項第１６号中「

第１５条第４項に規定する」を「の規定による」に、「交付」を「返還命令

」に改め、同号を同項第１４号とし、同項中第１７号を削り、第１８号を第

１５号とし、第１９号を削り、第２０号を第１６号とし、第２１号を第１７

号とし、第２２号及び第２３号を削り、同項第２４号中「障害児福祉手当及

び特別障害者手当の支出、戻入、返還、徴収等」を「不正利得の徴収及び支

給の制限」に改め、同号を同項第１８号とし、同項第２５号を削り、同項第

２６号中「知的障害者福祉法」の次に「（昭和３５年法律第３７号）」を加
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え、同号を同項第１９号とし、同項第２７号を削り、同表のまちづくり整備

課長の項第２５号中「２００万円」を「２５０万円」に改め、「（変更後の

請負金額が２５０万円以下のものに限る。）」を削り、同表の保健福祉・相

談担当課長の項中「保健福祉・相談担当課長」の次に「及び保健福祉・相談

担当主幹」を加え、同項に次の１１号を加える。

  （５） 重度障害者医療費の受給資格の審査及び受給資格者名等の登録

（６） 重度障害者医療費受給資格者への支払並びに返還命令及び返還金

の収入（不正利得の返還を除く。）

（７） 療育手帳の交付

（８） 身体障害者福祉法の規定による身体障害者手帳の交付

（９） 身体障害者福祉法の規定による措置費の徴収

（１０） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

の規定による扶助費の支出（補装具費の支出及び日常生活上の便宜を図

るための用具の給付等に係る支出に限る。）

（１１） 知的障害者福祉法の規定による措置費の徴収

（１２） 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令（昭和５０年政

令第２０７号）第１３条に規定する事務

（１３） 特別児童扶養手当等の支給に関する法律の規定による障害児福

祉手当及び特別障害者手当の支出、戻入、返還、徴収等（不正利得の徴

収及び支給の制限を除く。）

（１４） 国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号

）附則第９７条の規定による福祉手当の支出、戻入、返還、徴収等

（１５） 老人福祉法の規定による措置費の徴収

（北九州市事業所長等専決規程の一部改正）

第３条 北九州市事業所長等専決規程（昭和４３年北九州市訓令第１２号）の

一部を次のように改正する。

  第２条第６号中「課長、」を「課長（税収強化担当課長を含む 。）、」 に

改める。

第３条中「別表第１」の次に「（税収強化担当課長にあっては、別表第１

の２の表を除く。）」を加える。

別表第１中「第２条、」を削る。

別表第１の１の表の課長専決事項の欄第５号中「２００万円」を「２５０

万円」に改め、「（変更後の請負金額が２５０万円以下のものに限る。）」

を削る。

別表第１の３の表中

5858



（１９）  補  金の執行 ～２００ ２００～ ５０～

（２０）  償還金の執行  競輪事務所長

 競艇事務所長

全額

（１９）  補  金の執行 ～２００ ２００～ ５０～

 改め、同表中第２１号を第２０号とし、第２２号から第３６号までを１号ず

つ繰り上げる。

別表第１の４の表の契約担当課の課長の項中「２００万円」を「２５０万

円」に改め、「（変更後の請負金額が２５０万円以下のものに限る。）」を

削る。

別表第２の１の表の次長の項中「次長」を「副所長」に改める。

別表第２の２の表の納税課長の項中「納税課長」の次に「及び税収強化担

当課長」を加える。

別表第２の１１の表を削り、別表第２の１２の表を別表第２の１１の表と

し、別表第２の１３の表から別表第２の２０の表までを１表ずつ繰り上げる

。

付 則

 この訓令は、平成３０年４月１日から施行する。

「

」

を

「
に
」

5959



北九州市小倉北区選挙管理委員会告示第１号 

 平成３０年４月１日開催の選挙管理委員会において選挙を行った結果、北九

州市小倉北区選挙管理委員会委員長に、次の者が当選した。 

  平成３０年４月１日 

北九州市小倉北区選挙管理委員会   

委員長 花 田 慶 一 郎   

住所 北九州市小倉北区赤坂二丁目１８番３３－３０２号 

氏名 花 田 慶 一 郎 

6060



北九州市小倉北区選挙管理委員会告示第２号 

 北九州市小倉北区選挙管理委員会委員長の職務代理者に、次の者を指定した

。 

  平成３０年４月１日 

北九州市小倉北区選挙管理委員会   

委員長 花 田 慶 一 郎   

住所 北九州市小倉北区足立一丁目１１番１４号 

氏名 三 栗 谷 進 

6161



6262



6363



北九州市八幡東区選挙管理委員会告示第１号 

 平成３０年４月１日開催の選挙管理委員会において選挙を行った結果、北九

州市八幡東区選挙管理委員会委員長に、次の者が当選した。 

  平成３０年４月１日 

北九州市八幡東区選挙管理委員会 

  委員長 黒 野 ま ゆ み   

住所 北九州市八幡東区荒手二丁目５番３号 

氏名 黒 野 ま ゆ み 

6464



北九州市八幡東区選挙管理委員会告示第２号 

 北九州市八幡東区選挙管理委員会委員長の職務代理者に、次の者を指定した

。 

  平成３０年４月１日 

北九州市八幡東区選挙管理委員会 

  委員長 黒 野 ま ゆ み   

住所 北九州市八幡東区山王三丁目５番２０号 

氏名 清 田 秀 雄 

6565



北九州市八幡西区選挙管理委員会告示第１号            

 平成３０年４月１日開催の選挙管理委員会において選挙を行った結果、北九

州市八幡西区選挙管理委員会委員長に、次の者が当選した。 

  平成３０年４月１日 

北九州市八幡西区選挙管理委員会 

委員長 井 関 貢 

住所 北九州市八幡西区東川頭町７番１２号 

氏名 井 関 貢 

6666



北九州市八幡西区選挙管理委員会告示第２号 

 北九州市八幡西区選挙管理委員会委員長の職務代理者に、次の者を指定した

。 

  平成３０年４月１日 

北九州市八幡西区選挙管理委員会 

委員長 井 関 貢 

住所 北九州市八幡西区浅川学園台三丁目１２番６号 

氏名 安 部 桂 子 

6767


